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                      兼秘書政策室長   
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   兼事業課長  

  上下水道部長             収入役室副理 

          末 原 光 喜              谷 口  桂 三 

   兼水道課長             事兼会計課長 

   教育委員会教育次長兼              教育委員会副理事  
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   給食センター所長               兼生涯学習課長   
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   教育委員会副理事               教育委員会副理事兼   

          一 本 稔 明            入 口 博 行 

   兼青セ文セ所長               淡輪公民館長 

   総務部                健康福祉部  

          吉 田 一 人            古 谷   清 

   税務課長              健康福祉課長 

   事業部                上下水道部  

          亀 崎 義 夫            古 橋 重 和 

   まちづくり推進室長               水道課参事  
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○本会の書記は次のとおりであります。 

                     議会事務局主 

  議会事務局長  辻 下 一 博            竹 下 雅 樹 

                      幹兼議会係長 

 

                 議事日程      

 日程１           諸般の報告 

 日程２  委員長報告    二常任委員長報告 

 日程３ 議員提出議案第１号 岬町議会委員会条例の一部を改正する件 

 日程４ 議員提出議案第２号 町長の専決処分事項を指定する件 

 日程５ 一 般 質 問 
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              （午前１０時４７分  開議） 

○和田博之議長 おはようございます。ただいまから平成１８年第１回岬町議会定例会２ 

日目を開会いたします。 

 ただいまの時刻、午前１０時４７分です。 

 本日の出席議員は１４名、欠席者数は１名であります。欠員は１名であります。出席

者数が定足数に達しておりますので、本定例会は成立いたしました。 

 本定例会には、町長以下の関係職員の出席を求めております。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

○和田博之議長 日程１、「諸般の報告」について、鳥谷部昭君が大阪府町村議長会から 

大阪府町村永年在職議会議員表彰を受けられております。 

 その伝達式を行う予定でありましたが、本日欠席されておりますので、ご自宅の方で

伝達することといたします。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

 

○和田博之議長 日程２、「委員長報告」を議題といたします。 

 過日、３月７日の本会議において総務文教、事業民生の各委員会に付託いたしました

議案について、各委員会で慎重に内容の審査をしていただいた、その結果を二常任委員

長から報告を求めます。 

 初めに、事業民生委員長の報告を求めます。事業民生委員長、竹内邦博君。 

○竹内事業民生委員長 ただいま議長の許可を得ましたので、事業民生委員会委員長報告 

を行います。 

 去る３月７日の本会議において、本委員会に付託されました、議案第２号、平成１７

年度岬町一般会計補正予算（第８次）の件、議案第４号、平成１７年度岬町国民健康保

険特別会計補正予算（第３次）の件、議案第５号、平成１７年度岬町老人保健特別会計

補正予算（第２次）の件、議案第６号、平成１８年度岬町一般会計予算の件、議案第８

号、平成１８年度岬町国民健康保険特別会計予算の件、議案第９号、平成１８年度岬町

老人保健特別会計予算の件、議案第１０号、平成１８年度岬町下水道事業特別会計予算

の件、議案第１１号、平成１８年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件、議案第１

２号、平成１８年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の件、議案第１３号、
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平成１８年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）予算の件、議案第１９

号、平成１８年度岬町水道事業会計予算の件、議案第２１号、損害賠償の額の決定及び

和解の件、議案第２２号、阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置に関する

協議の件、議案第２３号、町道路線の認定の件、議案第２４号、岬町国民保護協議会条

例を制定する件、議案第２５号、岬町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

を制定する件、議案第２６号、岬町海釣り公園条例を制定する件、議案第３２号、岬町

立保育所条例の一部を改正する件、議案第３３号、岬町ひとり親家庭の医療費の支給に

関する条例の一部を改正する件、議案第３４号、岬町老人医療費の助成に関する条例の

一部を改正する件、議案第３５号、岬町身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関

する条例の一部を改正する件、議案第３６号、岬町国民健康保険条例の一部を改正する

件、議案第３７号、岬町介護保険条例の一部を改正する件、議案第３８号、岬町営住宅

条例の一部を改正する件、以上の２４件については３月８日に委員会を開催し、慎重に

内容の審査を行いましたので、その経過並びに結果について、会議規則第４１条第１項

の規定により報告をいたします。 

 なお、質疑応答等詳細な内容は後日委員会記録を配布いたしますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは、ただいまから報告させていただきますので、何とぞご理解賜りますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

 初めに、議案第２号、平成１７年度岬町一般会計補正予算（第８次）の件について、

歳入、墓地使用料に関し、深日墓地の上段の区域が荒地のようになっているため、使用

状況についてただしたところ、墓地はすべて賃借しており、空き区画はない。管理につ

いては、町の清掃に加え、婦人会活動の一環としても清掃の協力をいただくなど環境美

化に努めているが、再度現状を把握し、適切な処置をしたい、とのことでした。 

 また、都市計画費補助金について、耐震対策推進事業補助金について件数減少の経緯

をただしたところ、平成９年度から既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱を制定し、

毎年予算計上をしているが、平成１７年度においては３件の見込みで予算計上していた

のが、１件の実績となったためである、とのことでした。 

 次に、歳出、粗大ごみ処分経費の減額理由をただしたところ、入札結果が予算額を下

回ったためである、とのことでした。 

 また、児童福祉費、淡輪保育所重油対策費について現在の状況をただしたところ、平
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成６年３月に発生した事故で、既に１２年を経過しているが、平成１８年３月に被害者

の方と話し合いをし、現在も汚染が続いている状況を確認したところである。和解には

しばらく時間がかかると思われるが、解決に向けて再度話し合いをすることとなってい

る、とのことでした。 

 委員からは、早期解決に向け努力するよう要望がありました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２号のうち本委員会に付託された案件は、満

場一致で可決されました。 

 議案第４号、平成１７年度岬町国民健康保険特別会計補正予算（第３次）の件、議案

第５号、平成１７年度岬町老人保健特別会計補正予算（第２次）の件については、反対

討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第６号、平成１８年度岬町一般会計予算の件について、まず、歳入につ

いて、淡輪老人センター使用料の対前年度比の減額理由をただしたところ、近々の実績

をもとに積算したためである、とのことでした。 

 また、霊柩車使用料の対前年度比の増額理由をただしたところ、霊柩自動車使用条例

により、平成１８年度から１万7,０００円の使用料を徴収することとなっているためで

ある、とのことでした。 

 また、街かどデイハウス支援事業費補助金について、町内のデイハウスの状況をただ

したところ、町内には１件あり、昨年は年間１４４日の開催日数で、実質利用者が５４

名、１日当たり5.３５人の利用状況であったが、来年度については運営形態の課題等も

あり、閉鎖の可能性がある。在宅高齢者の介護予防を図るためにも、長生会活動を支援

するなど代替的な施策で支援していきたい、とのことでした。 

 続いて、歳出に入り、総務費戸籍住民基本台帳費について、住基ネットは利用件数も

少ないが、期待度があるのかただしたところ、住基カードは平成１７年度においては、

１月までの発行件数は２３件であった。高齢者の身分証明書としての活用がふえてお

り、今後も増加すると見込んでいるが、全体としては微増傾向である。しかしながら、

住基ネットは全国的なシステムであり、支出として削減はできない、とのことでした。 

 次に、民生費老人福祉費について、老人ホーム入所判定委員謝礼の内容についてただ

したところ、養護老人ホームへの措置入所の継続について、１年に１回委員会を開催し

判定するものである。本年度においては、判定において学識経験者等の専門的な意見を

反映するため、その委員の報償費を予算計上したものである、とのことでした。 
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 また、高齢者の社会参加活動等推進事業委託料の事業内容をただしたところ、長生会

の活動を支援することにより、高齢者の社会活動参加の促進を図るものである、とのこ

とでした。 

 また、紙おむつ給付委託料の対前年度比の減額理由をただしたところ、平成１６年度

の実績で積算したところ減額となったためである、とのことでした。 

 また、街かどデイハウス事業委託料の対前年度比の減額理由をただしたところ、実質

利用者が減少したためである、とのことでした。 

 また、地域支援介護予防事業について内容をただしたところ、通所型の介護予防事業

としては運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能向上、閉じこもり予防や認知症への予

防や支援が主な事業内容である、とのことでした。 

 また、地域支援包括事業の内容をただしたところ、市区町村が運営主体となり、高齢

者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう保健師やケアマネジャー、社会福祉士な

どの職員が専門性を生かして行う相談事業、介護予防マネジメント、高齢者の権利擁護

などである、とのことでした。 

 また、昨年度は予算計上されていた食の自立支援事業委託料が本年度は計上されてい

ない理由をただしたところ、食費については個人負担を原則としたため来年度以降は弁

当の配食サービスとしては廃止することとなる。ただし、民間の事業としては継続し、

また、介護予防のための栄養指導などは地域支援事業の一環として実施していく、との

ことでした。 

 委員からは、高齢者の自立支援を促す新たな施策を講じるよう要望がありました。 

 また、同じく、昨年度は予算計上されていた成年後見制度利用支援に関する予算が計

上されていない理由をただしたところ、介護保険特別会計の事業として計上している、

とのことでした。 

 委員からは、成年後見制度について周知徹底を図るよう要望がありました。 

 また、健康ふれあいセンター運営業務委託料について、入札の実施時期をただしたと

ころ、指定管理候補者選定委員会を経て議会の議決により委託者を決定したため、入札

は実施していない。予算については、交渉を重ねた結果、２２０万円の減額となる見込

みである、とのことでした。 

 次に、衛生費行旅死亡人供養料について、供養したお骨の保管場所をただしたとこ

ろ、深日墓地の納骨堂である、とのことでした。 
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 次に、商工費桟橋改造工事及び用地買収費について内容をただしたところ、海釣り公

園の整備に係る経費である、とのことでした。 

 また、海釣り公園の整備について、地権者の合意を得ていく段階であるのかただした

ところ、現在も大阪府や大阪府土地開発公社とともに交渉中である、とのことでした。 

 また、地域活性化イベント町負担金について、マリンフェスティバルの概要をただし

たところ、女子ビーチバレーボール世界大会は、日本バレーボール協会から１８年度に

ついては休止の申し入れがあったが、ジャパンレディースと一般参加の部については実

施予定である。花火大会については、協賛金の収集が困難となっていることなどから中

止せざるを得ない状況である、とのことでした。花火大会について阪南市との共催につ

いて見通しをただしたところ、阪南市からは共催できない旨の回答があった、とのこと

でした。 

 次に、消防費について、消防団員数の推移をただしたところ、平成２０年に阪南市と

ほぼ同数の１０８名に合わせる定員管理を計画的に実施している、とのことでした。 

 次に、債務負担行為健康ふれあいセンター運営事業に関し、使用料の見直しについて

ただしたところ、昨年９月に条例改正を行ったが、会員制度の会費については他にも類

似の制度は事例があまりなく、料金設定も安価であると考えるので今後も検討していき

たい、とのことでした。 

 続いて、討論に入り、配食サービスについて、現段階で周知徹底ができていない状況

や海釣り公園について、合意を得られていない地権者がいる段階での予算化は時期尚早

である、として反対討論がありました。 

 また、健康ふれあいセンターの集客促進のためにも海釣り公園の誘致はプラスの面に

働くと考える、として賛成討論がありました。 

 議案第６号のうち、本委員会に付託された案件は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第８号、平成１８年度岬町国民健康保険特別会計予算の件について、ま

ず、積立基金の残高をただしたところ、約7,２００万円で、近隣市町村と比べると若干

高い水準にある、とのことでした。 

 また、資格者証及び短期証の発行の有無をただしたところ、資格者証は発行していな

いが、短期証は１２月末現在で約１００件発行している、とのことでした。 

 委員からは、保険料の仕組みについて、さらなるＰＲをするよう要望がありました。 

 また、町内で発症率の高いＣ型肝炎の治療に関して、ミノファーゲンの代金への補助
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について検討するよう要望がありました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第８号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第９号、平成１８年度岬町老人保健特別会計予算の件については、質

疑・意見、反対討論、賛成討論ともになく、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第１０号、平成１８年度岬町下水道事業特別会計予算の件について、公

共下水道の整備計画をただしたところ、平成４０年の施工完了を目途としている、との

ことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１０号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１１号、平成１８年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件につい

て、対前年度比の増額理由をただしたところ、当該事業は小島地区の排水処理を行う事

業で、１８年から２０年の３カ年で工事を予定している。１８年度については地区の約

半分ほどの区域で面整備を実施するため、設計業務のみであった昨年度より大幅な増額

となっている、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１１号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１２号、平成１８年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の

件について、財政安定化基金償還金について内容をただしたところ、過去３年間の事業

量、事業費を見込んで設定した保険料を上回る実績があったが、３年間は保険料の改定

ができないため、基金から町債として借り入れた差額分の償還金である、とのことでし

た。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１２号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第１３号、平成１８年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘

定）予算の件について、事業概要をただしたところ、新予防給付に係る要支援１、２の

方のケアプランを作成する新会計であり、町が設立する地域包括支援センターに係る経

費を計上している、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１３号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第１９号、平成１８年度岬町水道事業会計予算の件については、質疑・

意見、反対討論、賛成討論ともになく、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第２１号、損害賠償の額の決定及び和解の件については、質疑・意見、

反対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第２２号、阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置に関する
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協議の件について、経費負担の割合をただしたところ、共通経費については２市１町で

３等分し、審査件数に係る経費は審査件数によって案分する、とのことでした。 

 また、共同設置による利点をただしたところ、町単独で設置するよりも２市１町で共

同設置する方が事務の効率化が図られ、また、審査の公平性、透明性の向上が図られ

る、とのことでした。 

 また、障害者サービスへの影響をただしたところ、制度改正は町単独のことではな

く、障害者自立支援法の枠組みの中でサービスを受ける仕組みであることをご理解願い

たい、とのことでした。 

 続いて、討論に入り、障害者が生活をしていくために必要最低限のサービスを受ける

ことに対する自己負担の増加は納得できない、として反対討論がありました。 

 賛成討論はなく、議案第２２号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第２３号、町道路線の認定の件について、町道認定後に工事をして道路

が傷んだ場合の原状回復はだれが行うのかただしたところ、町道認定の有無にかかわら

ず、都市計画法により開発許可され完了公告された道路についてはその時点で法的には

移管されたものであるため管理区分は町である。しかし、その後、開発のために事業者

が掘り起こすとなれば、事業者が原状回復をすることとなる、とのことでした。 

 また、町道認定後の外灯の設置について事業者への指導をただしたところ、電柱１本

に対し１箇所、外灯の設置をお願いしている、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２３号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第２４号、岬町国民保護協議会条例を制定する件、議案第２５号、岬町

国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例を制定する件について、議案第２４号

の第２条に規定する委員と専門委員の違いについてただしたところ、ともに、「武力攻

撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」第４０条に規定されており、

専門委員については、本町にはコンビナート等があるため専門知識を持った委員を置く

ことが定められている、とのことでした。 

 委員からは、これらの条例制定は保護計画の内容に大きく関わっていくことなので、

変に住民の不安をあおることのないよう要望がありました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２４号及び議案第２５号は、挙手多数で可決

されました。 

 続いて、議案第２６号、岬町海釣り公園条例を制定する件について、委員から、関係
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用地の地権者と円満解決をし、強制執行などの事態にならないよう要望がありました。 

 また、採算性について、さらなる調査研究を深める余地があると思われるので、条例

制定は時期尚早ではないか、との意見がありました。 

 また、海釣り公園の採算が取れなかった場合の計画についてただしたところ、採算が

取れない場合は想定していない。例えば、小島漁港では、清掃協力費を徴収しているに

もかかわらず、週末は多くの釣り客でにぎわっている。その上この海釣り公園では、桟

橋・漁礁を設置して漁場を整えるのであるから、1,０００万以上の維持管理費の積み立

てを見込んでも黒字になると判断している、とのことでした。 

 委員からは、岬町への観光客誘致のためにも施設整備は重要である、との意見があり

ました。 

 また、地権者との合意の上で条例制定をすべきであるが、合意がない現段階での条例

制定の理由をただしたところ、海釣り公園設置については、地元住民、町、町議会一丸

となって大阪府に要望してきた経緯があり、反対されている地権者の方も当初は賛成さ

れていた。今後も円満解決に向け、誠実に協議を重ねていくことに変わりはないが、桟

橋の引き渡し時期が５月に迫っており、引き渡しを受けるためには、条例を整備する必

要があるため、今議会でお願いしたい、とのことでした。 

 また、特別委員会において、委員に対する説明や報告が遅れたのはなぜかただしたと

ころ、町政が混乱したこともあり、資料提出が遅れてしまい、大変申しわくなく思って

いる。現段階での条例案には料金設定等の規定はなく、今後、指定管理者の導入などあ

らゆることを模索し、赤字施設とならない検討を重ね、開園に向けて準備をしていきた

い、とのことでした。 

 続いて、討論に入り、採算性が確保されない限りは賛成できないとして、反対討論が

ありました。 

 賛成討論はなく、議案第２６号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３２号、岬町立保育所条例の一部を改正する件について、待機児童数

をただしたところ、０である、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３２号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第３３号、岬町ひとり親家庭の医療費の支給に関する条例の一部を改正

する件について、条例改正により影響を受ける方がいるかただしたところ、現在町内に

は該当者はいない、とのことでした。 
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 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３３号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第３４号、岬町老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する件につ

いて、条例改正により医療費の被助成者への影響をただしたところ、条例で廃止される

助成制度については、障害者自立支援法による助成を受けることとなるため影響はな

い、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３４号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３５号、岬町身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例

の一部を改正する件について、改正による影響をただしたところ、現在町内には知的障

害による施設入所者が１９名いるが、うち１６名は重度の障害を持つなどのため、本条

例の適用を受けることとなるが、残る３名の方については、個々の状況によって異なる

が、一般論的には３割の自己負担となる、とのことでした。 

 助成の対象外となる方に対する援助についての検討をただしたところ、町村長会等を

通じ、市町村の足並みをそろえた形で、国や大阪府に対し助成制度の整備を求めていき

たい、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３５号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３６号、岬町国民健康保険条例の一部を改正する件について、改正に

よる障害者の方への影響をただしたところ、影響は生じない、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３６号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３７号、岬町介護保険条例の一部を改正する件について、府内でも高

水準の保険料となるが、減免等の事例研究などを検討したかただしたところ、府下でも

5,０００円を超える団体はあり、本町においても財政安定化基金への償還金がなければ

突出したものにはならなかったが、償還金の上乗せはせざるを得ないため5,５００円を

超える保険料の算定となった。減免については、これまでの減免措置と同じ段階を新た

に第２段階として設けたため、従来の減免措置は廃止の方向である、とのことでした。 

 また、今後の見通しについてただしたところ、国からの施策が市町村に示されるのが

遅いため、時間的な余裕がないまま検討しなくてはならないのが現状である。過去に

も、制度施行後に減免制度を新たに導入した経緯もあるため、今回の制度改正によって

生じる問題点などもその都度把握し、適切な対応をしていきたい、とのことでした。 

 委員からは、本人の努力により介護保険を使わずに努力をしている方に対しては表彰

をするなど、報奨制度について検討するよう要望がありました。 
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 続いて、討論に入り、保険料の大幅な引き上げを緩和するために、財政安定化基金へ

の償還期間の延長や、保険段階を６段階よりふやすなどの努力をしてしかるべきであ

る、として反対討論がありました。 

 賛成討論はなく、議案第３７号は、挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３８号、岬町営住宅条例の一部を改正する件については、質疑・意

見、反対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 以上が、審査経過並びに結果であり、当委員会に付託された２４議案ともに「可決す

べきもの」と決定いたしております。 

 委員の皆様には、慎重審議ありがとうございました。 

 以上で、私の委員長報告を終わります。 

 どうか、議員の皆様方にはご理解の上、ご協力を賜りますようよろしくお願いいたし

ます。 

○和田博之議長 事業民生委員長の報告が終わりました。 

 それでは、事業民生委員長の報告に対し質疑を行います。質疑ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 質疑なしと認めます。 

 次に、総務文教委員長の報告を求めます。総務文教委員長、鍛治末雄君。 

○鍛治総務文教委員長 議長の許可を得ましたので、総務文教委員会委員長報告をいたし 

ます。報告書、１５ページになるため、約４０分ほどかかりますが、ご了承ください。 

 去る３月７日の本会議において本委員会に付託されました、議案第２号、平成１７年

度岬町一般会計補正予算（第８次）の件、議案第３号、平成１７年度岬町住宅新築資金

等貸付事業特別会計補正予算（第３次）の件、議案第６号、平成１８年度岬町一般会計

予算の件、議案第７号、平成１８年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算の件、

議案第１４号、平成１８年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件、議案第１５号、平成１

８年度岬町深日財産区特別会計予算の件、議案第１６号、平成１８年度岬町多奈川財産

区特別会計予算の件、議案第１７号、平成１８年度岬町谷川財産区特別会計予算の件、

議案第１８号、平成１８年度岬町住宅用地造成事業特別会計予算の件、議案第２７号、

岬町事務分掌条例の一部を改正する件、議案第２８号、一般職の職員の給与に関する条

例の一部を改正する件、議案第２９号、職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

件、議案第３０号、岬町特別会計条例の一部を改正する件、議案第３１号、岬町税条例
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の一部を改正する件、議案第３９号、岬町公民館条例の一部を改正する件、議案第４０

号、岬町財産区基金条例の一部を改正する件の１６件については、３月９日に委員会を

開催し、慎重に内容の審査を行いましたので、その経過並びに結果について、会議規則

第４１条第１項の規定により報告いたします。 

 なお、質疑応答等詳細な内容は後日委員会記録を配布させますので、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、ただいまから報告させていただきますので、何とぞご理解賜りますようお

願い申し上げます。 

 初めに、議案第２号、平成１７年度岬町一般会計補正予算（第８次）の件について、

教育総務費、外国青年招致事業について、７月１日からの雇用予定が末日からとなった

理由をただしたところ、３年間中学校または高等学校で勤務したＡＬＴが小学校に配属

されるが、７月の何日に配属されるかは年によって異なり、１７年度については７月２

９日からの雇用となったためである、とのことでした。 

 また、保健体育費、プール開放使用料について、当初予定の4,０００人から1,０００

人弱の利用者数となった理由をただしたところ、健康ふれあいセンターまで距離がある

こと、交通費がかかること、小学３年生以下の児童は、児童３人に対し２人の保護者の

付き添いが必要となることなどから、利用者が減少したと考えられる、とのことでし

た。 

 委員からは、町民プールが閉鎖見込みである今、利用者の確保に努めるよう要望があ

りました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２号のうち、本委員会に付託されました案件

は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第３号、平成１７年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

（第３次）の件について、繰上償還の２件の内訳をただしたところ、約３００万と約２

００万を合わせた償還額である、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第６号、平成１８年度岬町一般会計予算の件について、まず、歳入につ

いて、固定資産税の算定方法についてただしたところ、まず、地価公示額を基本的に７

割程度に置き換え、評価額を算出する。評価額に対し利用形態等別に一定の率を乗じ、

課税標準額を算出する。最後に、課税標準額に対し１００分の1.４を乗じ、課税額を算
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出する、とのことでした。 

 また、地価下落は住民も周知のことであり、他の市町村と同程度の固定資産税を徴収

するためには住民への説明が不可欠と考えるが、その考えはあるかただしたところ、税

のことに関わらず、あらゆる面で住民との対話は今後も計画している、とのことでし

た。 

 また、財政再建に関し、町有地の有効利用についてただしたところ、賃借料を徴収せ

ず利用されている土地があることも判明したので、今後は、財務上の適切な処理を行

い、町有地の有効活用に努めていく、とのことでした。 

 また、町民税が対前年度比約2,０００万円の増額となっている理由をただしたとこ

ろ、均等割については大きな変動はなく、所得割額については、前年度を基準に変動率

を加え減額となった部分があったが、定率減税の廃止、老年者控除の廃止による増額部

分があったため、差し引きして、約2,０００万円の増額見込みとなった、とのことでし

た。 

 また、町民税の滞納分の徴収について見通しをただしたところ、平成１６年度におい

ては１０数％の徴収率となっており、大変苦しい状況であるが、１７年度においては、

大阪府から税の専任スタッフの派遣を得て、滞納分を中心に実地調査研究をした。滞納

者については、財産の有無を調査し、処分すべきもの、法に基づく執行停止の措置を講

じるものなど、適正に処理し、今まで以上に積極的に滞納整理に取り組んでいきたい、

とのことでした。 

 また、株式等譲渡所得割交付金の対前年度比の増額理由をただしたところ、平成１６

年度から創設されたもので、株式等の譲渡所得に対し３％相当分が市町村に配分され、

予算額は１６年度実績及び１７年度の交付見込額を踏まえて算定した結果、約1,０００

万円の増額となった、とのことでした。 

 次に、三位一体の改革に伴う国庫補助金等の一般財源化及び補助率の引き下げに伴う

本町における影響についてただしたところ、三位一体の改革により見直された国庫補助

金の影響については、この改革により減額となった減収相当分を補てんする制度とし

て、所得譲与税制度が設けられている。平成１８年度においては、国庫補助金の見直し

期間であった１６年度から１８年度の３カ年分の影響相当額を合計した所得譲与税が交

付されることにより補てんされる見込みである。しかし、この制度は１８年度をもって

終了するため、１９年度からは、現在国税である所得税が地方税に税源移譲される制度
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に変更する、新たな財源補てん措置が講じられる予定である、とのことでした。 

 次に、府支出金、自学自習育成サポート事業委託金について、事業内容をただしたと

ころ、小学校を対象に学力向上と学習意欲を喚起するための事業で、教員免許有資格者

が、学習アドバイザーとして放課後学習の指導、家庭訪問による学習指導、学習相談等

を受け持ち、平成１７年度から１９年度の３カ年の事業となっている。現在、深日小学

校、淡輪小学校に各１名を配置している、とのことでした。 

 また、スクーリング・サポート・ネットワーク事業委託金について事業内容をただし

たところ、国・府からの委託により不登校児の対応をするネットワーク事業である。心

理学専攻の大学院生等が家庭訪問をして、児童と屋外での活動をしている。淡輪小学校

で活用していたが、対象児童が中学生となるため、平成１８年度は中学校で活用してい

く見込みである、とのことでした。 

 また、本町の不登校児の現状をただしたところ、平成１２年度で２１人、１３年度で

１７人、１４年度で１０人、１５年度で８人、１６年度で７人、本年度が６人で、人数

は減少傾向にあり、今後も取り組みを続けていきたい、とのことでした。 

 また、心理学的な資格を持つ教員が配置されているかただしたところ、現在、町内の

学校には有資格者はいないが、不登校児への取り組みを強化させるためにも、大阪府下

の町の教育長会議、市町村教育長会議を通じ、府の教育委員会に対し要望していきた

い、とのことでした。 

 次に、財産収入、町有地貸付収入が平成１７年度に１５万6,０００円であったものが

６９４万3,０００円となった理由をただしたところ、空いている町有地の貸付の検討や

自治区が使用している町有地の財務処理を適正に処理することとしたためである、との

ことでした。 

 次に、繰入金、基金繰入金に関し、財政状況の資料で、一般会計基金で平成１８年度

の積立見込みが１５万2,０００円あり、年度末見込みが０となっている理由をただした

ところ、基金は定期預金等で運用しているので、その利子相当額１５万2,０００円を一

たん歳入として計上したうえで、１７年度末の基金残高とあわせて、１８年度当初予算

で全額を取り崩す見込みである、とのことでした。 

 次に、町債、行政改革推進債についてただしたところ、平成１８年度から新設された

起債制度で、行政改革に取り組んでいる団体が公共施設の整備を行う際に通常の起債と

あわせて発行することができるため、一般財源の負担を軽減する効果がある。１８年度
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においては、淡輪小学校の改修事業及び海釣り公園整備事業などに発行を予定してい

る、とのことでした。 

 また、借換債の内容をただしたところ、平成７年に発行した健康ふれあいセンターの

整備事業債の借り換えである。町債の償還期間は、建物の耐用年数に準じ、２０年を償

還期限として銀行から借り入れを予定したが、引き受け先の銀行は償還期限が最大１０

年までとなっているため、１０年を経過すると借り換え手続をしなければならない。そ

のため借換債という名称になっており、平成１８年５月に１２億7,９２０万円を償還

し、同額を借り入れる予定である、とのことでした。 

 次に、諸収入、雑入について、対前年度比の増額理由をただしたところ、例年補正予

算で対応していた大阪府からの市町村振興補助金等の収入を雑入として当初予算で計上

したためである。補助金等が確定した際には補正予算で科目更正をする予定である、と

のことでした。 

 また、収入全体に関し、標準財政規模の状況についてただしたところ、算定基礎の１

つである平成１８年の地方交付税は、平成１７年の国勢調査人口で算定されるため、人

口減により約２億円程度減少すると見込んで試算しており、税収の落ち込みとともに、

標準財政規模の計算式の大きな要因が両方とも下がるという形になるため、標準財政規

模についても地方交付税の減収に見合う額がほぼ縮小している状況である、とのことで

した。 

 委員からは、標準財政規模が縮小したからといって、直ちに町の財政需要が縮小する

わけではないので、交付税の増額、またはこれに代わる交付金等を国や府に要望し、財

政の健全化に努めるよう要望がありました。 

 続いて歳出に入り、まず、議会費について、委員から議会交際費を増額するよう要望

がありました。 

 次に総務費に入り、一般管理費、特別職報酬等審議会委員報酬について、近年は開催

実績がないため、数年に一度の開催という方法に改めてはどうかただしたところ、特別

職の報酬のあり方について一定の考え方を示す必要もあり、近隣市町村の動向も見きわ

めながら検討していきたい、とのことでした。 

 委員からは、町長の給料については、大阪府内の町村と同額程度の報酬を検討するよ

う要望がありました。 

 また、委員から、町交際費を増額するよう要望がありました。 
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 また、北方領土返還運動推進大阪府民会議会費について、内容をただしたところ、北

方領土返還運動を推進する団体への負担金で、大阪府が３５万円、大阪市が３０万円、

各市町村は6,０００円が割り当てられており、１年に１回開催される総会の資料代等を

含めた負担金である、とのことでした。 

 また、徴税費、町税過誤納償還金について、７００万円という高額の償還となってい

る理由をただしたところ、１６年度決算で、個人税、法人税をあわせて２８３万円、固

定資産税で４９３万円、件数にして４６件の償還があった実績をもとに算定している、

とのことでした。 

 また、企画費に関し、岬だよりの構成について住民と対話型の紙面構成を検討してい

るかただしたところ、現在、緊縮財政の中で紙面は限られており、伝えなければならな

い情報も多いため、新たな財源の確保に努め紙面の拡大を図ったうえで検討していきた

い、とのことでした。 

 また、選挙費、工事請負費について、プレハブの代替施設の検討についてただしたと

ころ、今般、予定している機構改革に伴い、公害監視センターの建物が期日前投票所と

して使用できる見込みとなったため、予算は執行しない予定である、とのことでした。 

 次に、教育費、教育総務費、事務局費の総合的教育力活性化事業委託料について、詳

細をただしたところ、平成１１年度に大阪府が教育改革プログラムの一環として始めた

事業で、「総合的な教育力の再構築」の中心施策として「総合的教育力活性化事業」を

創設し、地域教育協議会、すこやかネットに委託するものである。本町においては平成

１２年度から実施し、学校以外の関係諸機関、ＰＴＡ、地域の協力団体や教育ボランテ

ィアの方々と協働し、子どもの健やかな成長に寄与すべく、様々な活動をしている、と

のことでした。 

 また、小学校費、小学校改修工事について、昨年も計上されていたが追加工事かただ

したところ、３カ年計画で実施する工事であり、１７年度は普通教室棟を施工した。１

８年度は職員棟、１９年度は特別教室棟の予定である、とのことでした。 

 また、学校巡視員の募集方法をただしたところ、淡輪小学校については、警察のＯＢ

の方に依頼しており、深日、多奈川両小学校については、福祉の関係団体に希望者の募

集、登録、勤務の割り振り等を依頼している、とのことでした。 

 また、保健体育費、共同調理場費、一般職管理職手当について、内訳をただしたとこ

ろ、月額４万円で部長級１名分である、とのことでした。 
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 給食センター所長に部長級を配置するのかただしたところ、予算の積算上、１月１日

現在の在職者を基礎に計上している。現在、給食センター所長は部長級である教育次長

が兼務しており、共同調理場費から管理職手当の支出を予定しているためであり、新年

度からの予算執行については、人事異動の結果に基づき、配属された職員の職責に応じ

た管理職手当を支出することになる、とのことでした。 

 また、修繕料について、毎年、施設の修繕料が計上されているが、内容をただしたと

ころ、２件分を計上しており、１件は、岬中学校の調理室のガラスにひびが入っている

ため修理するもので、１件は、給食運搬用車両の車検費用である、とのことでした。 

 また、本委員会に付託された歳出予算全般にわたり、一般職管理職手当の内訳につい

て質疑応答がありました。 

 また、歳出予算全般にわたり、人件費に関し、臨時職員の雇用について考え方をただ

したところ、基本的には、職員の病気休暇や産後休暇などの臨時的な対応、または突発

的な業務を行うときに雇用するものであるが、現在、行政改革に伴う業務の見直しや職

員数の削減による補充要員として雇用しているのが実態である。平成１８年４月には、

嘱託職員２３名、フルタイムの臨時職員を４７名、パートタイムの臨時職員５４名を雇

用する予定である、とのことでした。 

 委員からは、臨時職員の身分の安定を図るよう要望がありました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第６号のうち、本委員会に付託された案件は、

満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第７号、平成１８年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算の件に

ついては、質疑・意見、反対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１４号、平成１８年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件に関し、あた

ご山の管理についてただしたところ、つつじのシーズンに向け、管理会委員で草刈り、

展望台の修理や太鼓橋のペンキ塗りをするなど美観に努めている。同じくあたご山に土

地を所有する南海電鉄も、所有地については草刈りや駐車場の整備等を行い、財産区有

地同様、美観に努めている、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１４号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１５号、平成１８年度岬町深日財産区特別会計予算の件について、財

産運用収益、財産貸付収入2,２０５万8,０００円の内訳をただしたところ、岬カントリ

ーへの貸付額が2,２００万円、残りは、１本当たりの単価が1,８２０円の関電柱３２本
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分の貸付額である、とのことでした。 

 また、ゴルフ場の土地について、維持管理費を支出しているのかただしたところ、土

地貸借契約に基づき、貸付のみで町は維持管理を一切行っていない、とのことでした。 

 委員からは、町有地だけでなく、財産区有地についても有効利用するよう要望があり

ました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１５号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１６号、平成１８年度岬町多奈川財産区特別会計予算の件に関し、土

砂採取跡地の利用予定についてただしたところ、多奈川財産区の所有部分については、

極力企業誘致を図り、財産区に収入があるような方向で進めたいと考えている、とのこ

とでした。 

 また、財産区財産を処分した場合の配分についてただしたところ、現在、町が３割、

財産区が７割の案分となっているが、率については財産区管理会の承認で変更できるた

め、少しでも町の一般財源に充当できるよう管理会と協議中である、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第１６号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第１７号、平成１８年度岬町谷川財産区特別会計予算の件、議案第１８

号、平成１８年度岬町住宅用地造成事業特別会計予算の件については、質疑、意見、反

対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第２７号、岬町事務分掌条例の一部を改正する件について、企画部の新

設について必要性をただしたところ、泉州地域で人口が大きく減少しているのは本町だ

けであるため、人口増加を図る施策の構築に努めるためにも、企画部門の強化が必要で

ある、とのことでした。 

 また、税務課を総務部から住民部に変更する理由をただしたところ、税収入という町

財政の根幹を担うことから、行政側の立場としては総務部という位置づけをしていた

が、住民側の立場としては、窓口業務の一部であるとの考えから、所属部の変更を行う

ものである、とのことでした。 

 また、適材適所を実行するためにも評価制度や研修が必要と考えるが見解をただした

ところ、人事評価制度については、昨年策定した人材育成基本計画の一環として、現

在、管理職を対象に試行しているが、管理職と管理職以外の職員では評価の視点が異な

るなど、すべての職員に拡大するには問題点もあり、町独自の評価制度を確立させるに

はもう少し時間が必要であると考える。職員研修については、各職階ごとに必要な能力
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の基準を作成し、自己評価をして不足する能力や技能を把握させ、その部分を補うため

に必要な研修を受ける、とする制度を組み立てたが、十分に機能しているとは言いがた

い状況であるため、整理が必要であると考えている。職員の資格調査についても実施し

ていきたいと考えている、とのことでした。 

 また、部門の増設により管理職がふえることが見込まれるが、一たん昇格したものは

降格できない現状で人件費への影響についてただしたところ、一時的に管理職が多くな

ることは見込まれるが、いずれは退職、定年ということになるため、順次、適正化され

ていくと考える。現在、職員数は定員管理計画を上回る形で減少しているため、人件費

総額としては、行革プランの計画額より進んだ状況となる見込みである、とのことでし

た。 

 委員からは、やりがいのある職場づくりが大切であり、一過性の思い入れの中で人事

をすることのないよう要望がありました。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２７号は、満場一致で可決されました。 

 議案第２８号、一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する件について、改正

の主旨をただしたところ、大筋では人事院勧告に基づく改正内容であるが、勤務実績の

昇給への反映や地域手当の支給率などについては今後も労使協議が必要であるため、勧

告内容と一部異なる町独自の部分もある、とのことでした。 

 委員からは、勤務評価制度の本格化に関し、職員間に不公平が生じない制度とするよ

う要望がありました。 

 また、勤務実績に基づく昇給制度の導入について、従来の制度で、普通昇給と特別昇

給の内容をただしたところ、普通昇給とは、病気等による勤務日数の欠如がなく、か

つ、勤務実績が１２カ月間良好であった職員が１号給昇給する制度である。特別昇給

は、勤務内容に特に著しい功績があった場合に普通昇給とあわせて１つ上の２号給まで

昇格の幅を加算して昇給させることができる制度である、とのことでした。 

 また、評価基準についてどのように協議していくのかただしたところ、評価基準が確

定するまでの暫定的な取り扱いを国が示しているので、勤務成績不良等については、懲

戒処分や分限処分の有無などの基準を採用する予定である。勤務成績が極めて良好とい

う部分については、国の基準も明確になっていないため、具体的な基準づくりに協議が

必要であるが、町の人事評価制度を早期に確立させ、その評価結果を反映させる仕組み

を導入できるよう検討していきたい、とのことでした。 
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 また、今回の改正により給料が下がることにはならないのかただしたところ、ほとん

どの職員は4.８％、給料が引き下げられるが、今回の条例改正による給料月額が平成１

８年３月３１日現在の給料月額を下回る場合、その額に達するときまで、その差額分を

給料として支給する経過措置を設けている、とのことでした。 

 また、第７条で、昇格させた場合における号給は規則で定める、とあるが、どのよう

な内容になるのかただしたところ、昇格した際にどの級、及び号給となるか一目でわか

るような換算表を定める予定である、とのことでした。 

 委員からは、行財政改革の推進は重要であるが、職員のやりがいをそぐことのないよ

う、またあわせて透明性の向上に努めるよう要望がありました。 

 質疑、意見、反対討論、賛成討論ともになく、議案第２８号は、満場一致で可決され

ました。 

 続いて、議案第２９号、職員の退職手当に関する条例の一部を改正する件について、

改正による影響をただしたところ、これまでの退職手当の支給率は勤続年数が長くなれ

ば長くなるほど急上昇する制度となっていたが、今回の改正では、なだらかな曲線を描

くような支給率となっている。よって、勤続年数が短い職員にとっては、退職手当の支

給率はふえることとなり、また、退職勧奨や定年退職者については、経過措置も設けて

いるため、改正前と大きな変化はない、とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第２９号は、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第３０号、岬町特別会計条例の一部を改正する件については、質疑、意

見、反対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第３１号、岬町税条例の一部を改正する件について、税率を上げること

となった理由をただしたところ、行政改革プランに基づき計画を遂行しているところで

あるが、昨年の大幅な退職者への退職金で想定外の基金の繰り出しがあったため、基金

残高がなくなってしまった。できる限りの歳出削減や歳入の確保に努めているが、極め

て厳しい財政状況が続いており、財政再建準用団体への転落を回避するためには、少な

くとも平成１５、１６年度当時の税収を確保する必要があり、税率を改正せざるを得な

いとの結論に達した。固定資産税について試算したところ、税率としては上がっても、

改正税率を適用する１９年度には、さらに地価が下落すると予測しており、影響額は少

額となる見込みである、とのことでした。 

 また、住民負担を含めて、再建団体に陥らないために必要な予算の額を示す必要があ
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るのではないかただしたところ、集中改革プランにより説明は行ってきていると理解し

ている、とのことでした。 

 また、超過課税の府下での状況をただしたところ、超過課税という名目では現在、府

下での徴収はない、とのことでした。 

 また、以前は都市計画税を検討するとのことであったが、今回、超過課税の導入とな

った理由をただしたところ、都市計画税は、課税対象が限られ、使途も都市計画事業に

限られているが、固定資産税である超過課税は、町内すべての固定資産に課税でき、使

途が限定されず広く公共事業に活用できるためである、とのことでした。 

 また、改正条例の第１７条に規定する「当分の間」とは、どれぐらいの期間かただし

たところ、平成１９年度から２１年度の３年間である、とのことでした。 

 また、超過課税は平成１９年度からの採用であるならば、１８年度中に他の住民負担

の詳細な提示が必要ではないかただしたところ、行政としての説明責任を果たし、理解

を得られるよう努めていきたい、とのことでした。 

 また、今回の税条例の改正をしない場合、平成１９年度以降の財政の見通しについて

ただしたところ、ここ数年、町税の減少や介護保険等への繰出金の増加が行財政改革の

効果額を相殺し、毎年４億円程度の財源不足が生じている。今後も同様の状況が続くも

のと見込まれており、現行の改革の取り組みを断行しなければ、財源不足は拡大し、１

９年度において約６億円、２０年度において約８億円の財源不足を生じ、財政再建団体

に転落することが想定されている、とのことでした。 

 委員からは、慎重に審議すべき内容であるので日を改めて委員会の開催を求める意見

がありました。 

 続いて、討論に入り、まず、増税に不満はあるが、財政再建の折には住民への還元策

の実施を要望したうえで賛成する、として賛成討論がありました。 

 また、超過課税は３年後に見直しをするとの答弁をいただいていることを踏まえ賛成

する、として賛成討論がありました。 

 次に、今後も見込まれる住民負担増もあわせて十分な説明責任を果たさないと大変な

ことになる、として反対討論がありました。 

 また、大きな課題はあるが、賛成する、として賛成討論がありました。 

 議案第３１号は挙手多数で可決されました。 

 続いて、議案第３９号、岬町公民館条例の一部を改正する件については、質疑、意
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見、反対討論、賛成討論ともになく、満場一致で可決されました。 

 続いて、議案第４０号、岬町財産区基金条例の一部を改正する件について、「必要が

あると認めるとき」から「必要と認めるとき」と文言を改正した理由をただしたとこ

ろ、他の基金条例との表現上の整合性をとったものであり、内容としての変更はない、

とのことでした。 

 反対討論、賛成討論ともになく、議案第３９号は、満場一致で可決されました。 

 以上が、審査経過及び結果であり、当委員会は１６議案ともに「可決すべきもの」と

決定いたしております。委員の皆様には、慎重審議ありがとうございました。 

 以上で、私の委員長報告を終わります。 

 どうか、議員の皆様方にはご理解の上、ご協力を賜りますようよろしくお願いいたし

ます。 

○和田博之議長 総務文教委員長の報告が終わりました。 

 それでは、総務文教委員長の報告に対し、質疑を行います。質疑ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 質疑なしと認めます。 

 以上で、二常任委員長の報告が終わりました。 

 ただいまから、議案第２号「平成１７年度岬町一般会計補正予算（第８次）の件」に

ついて討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第２号「平成１７年度岬町一般会計補正予算（第８次）の件」につい

て、起立により採決いたします。 

 本件についての二常任委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたして

おります。 

 二常任委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第２号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 お諮りいたします。暫時休憩いたしたいと思います。ご異議ございませんか。 
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              （「異議なし」の声あり） 

○和田博之議長 異議なしと認めます。暫時休憩することに決定しました。 

 休憩いたします。再開は１３時から再開いたします。よろしくお願いいたします。 

              （午後０時０３分  休憩） 

 

              （午後１時０３分  再開） 

○和田博之議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続いて、議案第３号「平成１７年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

（第３次）の件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３号「平成１７年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

（第３次）の件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第３号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 続いて、議案第４号「平成１７年度岬町国民健康保険特別会計補正予算（第３次）の

件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第４号「平成１７年度岬町国民健康保険特別会計補正予算（第３次）の

件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 
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                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第４号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 続いて、議案第５号「平成１７年度岬町老人保健特別会計補正予算（第２次）の件」

について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第５号「平成１７年度岬町老人保健特別会計補正予算（第２次）の件」

について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第５号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 続いて、議案第６号「平成１８年度岬町一般会計予算の件」について討論を行いま

す。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 この一般会計の予算のことですけれども、地域子育て支援センターの設置で 

すとか、住民にとって評価できる点もあると考えますが、委員会での質疑で明らかにな

ったように、住民への説明や合意が得られていないという時点で予算化するということ

について、賛成できないという立場で反対討論を行います。 

 先ほど委員長からの報告でもありましたが、配食サービスについてこれから周知して

いくという段階でした、委員会の段階では。説明すらしていないという段階での予算化

ですとか、あと海釣り公園の設置について、新聞報道等でいろいろ問題になっています

けれども、一部地権者が反対であるとか、これから理解を求めていくんだというような

段階で、合意が得られていないという時点での段階でのことになりますので、これは私

権の制限という危険性をはらんでいるという点もありまして、非常に疑念があるという
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点があります。それから採算性で、いろいろシミュレーションも示していただいたんで

すけれども、どうも希望的観測の域を出ないという印象がありまして、もし失敗した場

合に、失敗した場合のことは考えていないと言われていましたけれども、結局それは住

民の皆さんに負担を課すという結果になるんではないかという点で不安がありまして、

反対いたします。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第６号「平成１８年度岬町一般会計予算の件」について、起立により採

決いたします。 

 本件についての二常任委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたして

おります。 

 二常任委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第６号は、原案のとおり可決されま 

した。 

 続いて、議案第７号「平成１８年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算の件」

について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第７号「平成１８年度岬町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算の件」

について、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第７号は、原案のとおり可決さ 
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れました。 

 続いて、議案第８号「平成１８年度岬町国民健康保険特別会計予算の件」について討

論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。中原議員、どうぞ。 

○中原議員 もろ手を挙げて賛成ではないんですけれども、委員会の審議の中で「過度な 

負担とならないように配慮する」というご答弁がありましたので、基金の取り崩しです

とか一般会計からの繰り入れというような有効な活用も配慮していただいて、急激な負

担にならないようにということで注意していただいて、その点を重ねて求めて賛成いた

したいと思います。 

○和田博之議長 ほかに反対討論、賛成討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第８号「平成１８年度岬町国民健康保険特別会計予算の件」について、

起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第８号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 続いて、議案第９号「平成１８年度岬町老人保健特別会計予算の件」について討論を

行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第９号「平成１８年度岬町老人保健特別会計予算の件」について、起立

により採決いたします。 
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 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第９号は、原案のとおり可決さ 

れました。 

 続いて、議案第１０号「平成１８年度岬町下水道事業特別会計予算の件」について討

論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１０号「平成１８年度岬町下水道事業特別会計予算の件」について、

起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１０号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１１号「平成１８年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件」につ

いて討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１１号「平成１８年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件」につ

いて、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  
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○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１１号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１２号「平成１８年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の

件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 はい、反対討論いたします。 

 今回、介護保険料の改定の金額が示されているんですけれども、値上げ率が２倍近く

て、金額については府下でトップの5,５２９円ということで標準額が示されています。

金額的に余りにも重い負担であるという点が１つ。それから、納める方としては、住民

の方は多くの方が年金から天引きされるという形で、いろんなものが天引きされて、本

当に必要な生活費が手元に残るのかなという心配があります。 

 それから、町独自の軽減策というのはちょっと考えてはいませんという結果だったん

ですけれども、少し委員会の中でも触れましたけれども、新しい区分で、収入が８０万

円以下の非課税の方というのは第２段階に入ることになるんですけれども、その方は第

１段階の生活保護を受けておられる方よりも、実態、生活水準ですよね。実態は低い状

態であるにもかかわらず、金額としては第２段階というふうに振り分けられて、これは

ちょっと実態を見てない、とても配慮が足りないというふうに感じまして、サービスを

減らしながら利用料を上げるような、この新しい介護保険自体に私は反対なんですけれ

ども、町での具体化のやり方についても賛成できませんので、このあと介護保険に関す

るいろんな議案が出てきますけれども、それぞれについて同じ立場であります。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第１２号「平成１８年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の

件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 
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 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第１２号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第１３号「平成１８年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘

定）予算の件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１３号「平成１８年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘

定）予算の件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第１３号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第１４号「平成１８年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件」について討

論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１４号「平成１８年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件」について、

起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１４号は、原案のとおり可決 

されました。 
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 続いて、議案第１５号「平成１８年度岬町深日財産区特別会計予算の件」について討

論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１５号「平成１８年度岬町深日財産区特別会計予算の件」について、

起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１５号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１６号「平成１８年度岬町多奈川財産区特別会計予算の件」について

討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１６号「平成１８年度岬町多奈川財産区特別会計予算の件」につい

て、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１６号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１７号「平成１８年度岬町谷川財産区特別会計予算の件」について討

論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

 32



○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１７号「平成１８年度岬町谷川財産区特別会計予算の件」について、

起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１７号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１８号「平成１８年度岬町住宅用地造成事業特別会計予算の件」につ

いて討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１８号「平成１８年度岬町住宅用地造成事業特別会計予算の件」につ

いて、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１８号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第１９号「平成１８年度岬町水道事業会計予算の件」について討論を行

います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第１９号「平成１８年度岬町水道事業会計予算の件」について、起立に

より採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし
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ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第１９号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第２１号「損害賠償の額の決定及び和解の件」について討論を行いま

す。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第２１号「損害賠償の額の決定及び和解の件」について、起立により採

決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第２１号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第２２号「阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置に関する

協議の件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 反対討論を行います。 

 これまでの障害者福祉のサービスについては、収入に応じて負担するという応能負担

でありまして、そのほとんどが無料化、廉価によるものでした。今回の障害者自立支援

法については、利用したサービス料に応じて負担するという応益負担ということで、原

則１割負担という中身になっています。これはだれもが人間らしく生きる権利を奪う、

障害者福祉の理念に真っ向から反するものだと考えておりますので、町独自の軽減策も

講じられていないという点もありまして、この法自体に反対であるんですけれども、認

定審査会を設置するということで、岬町でこの法を具体化するということは反対であり
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ます。 

 この後、自立支援法に関してほかに議案も出てきますけれども、それについても同じ

立場であります。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第２２号「阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置に関する

協議の件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２２号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２３号「町道路線の認定の件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第２３号「町道路線の認定の件」について、起立により採決いたしま

す。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第２３号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第２４号「岬町国民保護協議会条例を制定する件」について討論を行い

ます。 
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 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 反対討論を行います。 

 委員会での質疑を通じて、これについては大規模な武力攻撃を想定しているという話

がありましたけれども、この岬町でどんな大規模な、全面戦争に当たるような武力攻撃

が行われるのかということについて、現実味が感じられないという点と、それともう１

点、全面戦争は予測が可能であるというふうに大阪府の中でも言いながら、この法の中

には戦争を回避するという手立ては１つも示されません。本気で住民の皆さんを守ると

いう立場で、この国民保護協議会を設置するのであれば、平和的外交で戦争を回避する

という手段についてもきちんと書き込まれるべきであろうと考えます。この計画は住民

の皆さんの不安をあおるもので、戦争に備えるのが当たり前という、そういう意識づく

りの１つではないかなという疑いがありまして、条例化することは岬町での具体化にな

りまして、そのことで住民の皆さんにどんな影響が及ぶのかということを考えた上で反

対いたします。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これより議案第２４号「岬町国民保護協議会条例を制定する件」について、起立によ

り採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２４号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２５号「岬町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例を制定

する件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 36



               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第２５号「岬町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例を制定

する件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２５号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２６号「岬町海釣り公園条例を制定する件」について討論を行いま

す。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。田島議員。 

○田島議員 この問題につきましては条例制定について、本当に岬町の安穏を左右する大 

事なものと思います。先ほど事業民生委員長の報告の中で、海釣り公園の付託委員会で

審議されたと。その中で、委員長報告の中には採算性は取れないことはないと、桟橋の

引き渡しが迫ってるというご答弁の中で、私も興味があって、よその委員会のものです

から、傍聴のみで質疑も機会がなかったということで、本席を借りて私の意見を述べた

いと思います。 

 本年１月１９日と２月の２４日に空港対策委員会で、いろんな参考資料でるる、地権

者の問題についても担当部長以下説明した中で、この資料の中で、私も今日までこの資

料を眺めた中で、委員長報告の中で採算性は取れないことはないという自信満々な、そ

ういうご答弁の中で、もし仮にこういう採算が取れなんだらどうするんかという、そう

いう危機感を感じておるわけですね。この場は討論ですので質疑は控えさせてもらっ

て、某新聞社の記事の内容におきましても、施設の有効利用かむだな公共事業と、ここ

ですね。ここを僕が一番大事に考えてるわけです。 

 そこで、まずこの事業をするに当たって岬町の集中プラン、この中で一番岬町の財政

を的確に書いてるわけですね。このような財政状況のもとで現在の行政サービスを維持

するのも大変やと、１８年度には底をつき、１９年度には３度の赤字再建団体に転落す
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ると、こういう財政厳しい中にこういう事業ですね。有効利用かむだな公共事業かわか

りませんよ。そういうことを含めて本当に本件条例制定は、私としたら端的に言うと時

期尚早やと。やはりこういう岬町の財政事情を踏まえれば、財政のまず安定化を構築し

てから事業に進めるべき問題であって、まだそういう赤字再建団体に陥るんではないの

かという時期に、なぜ急いで公共事業をしなければならないのかということを懸念する

わけです。 

 この詳細な資料をいただいて、詳細についてはまた私の次の一般質問の部分で質問さ

せてもらいます。今は討論の段階ですので、私は時期尚早ということで、この条例制定

については反対意見を述べ反対討論といたします。次の一般質問で質疑を入れさせてい

ただきます。 

 以上です。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。反保議員。 

○反保議員 賛成であります。 

 今現在、町財政の困窮なときではありますが、国や大阪府からの助成金の援助、負担

金があるという時期にこそ賛成をすべきではないかと思っております。岬町といたしま

しても、あるいは小島地区にいたしましても、やはり岬町の地域振興にもつながる話で

もございますし、私は一議員として賛成をいたします。 

 しかし、町民の方々の声は、多くの方々から反対の声を聞いております。理由は、こ

ういう財政難のときに多額の町税を出してまでつくる必要があるのかという、そういう

声が大多数でございます。もっともっと町行政の方から実情を、本当のことを皆さんに

もっともっとＰＲをして、そういう地域振興に結びつくような、そういう方法をとって

いただきたいと思っております。 

 以上です。 

○和田博之議長 次に原案反対の方、討論。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論がなかったら賛成討論。はい、どうぞ、出口議員。 

○出口議員 今現在、岬町は最悪の事態に陥っておりますけども、土取りの跡地も今のと 

ころ企業誘致もまだめどがついてないという中で、やはり税収が岬町を支えるものだと

思っております。そういう中でやはりこの税収を上げるということは、観光客の誘致と

ともに、地元の活力をより以上に府外に町外にもっともっと発信すべきであろうかと私
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は思います。そういう中で、やはり総論賛成・各論反対になるかわかりませんけども、

実際のところやはりこのまま手をこまねいておりますとどんどん岬町は衰退してまいり

ます。そういう中でやはり１つの施設を設けることによってほかの施設が潤うというこ

とも考えられますので、私は賛成討論をいたします。 

 以上です。 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第２６号「岬町海釣り公園条例を制定する件」について、起立により採

決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２６号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２７号「岬町事務分掌条例の一部を改正する件」について討論を行い

ます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。はい、田島議員。 

○田島議員 ちょっと複雑な心境で討論をするんですけども、委員会付託され、当委員会 

で私はこの本件、一部改正する件でいろいろ担当者から報告・説明を受けた中で審議い

たしましたんですけども、福祉部と住民部の分掌化については、当然これは何年か前か

らでも、やはり介護保険とかいろんな福祉関係の事務量が多いということで、過去、前

町長の時分から私は分掌化せえと一般質問で訴えてまいりました。それについてはこの

本件福祉部、住民部の分掌化は賛同します。 

 しかし、本会議を迎えた現在、この企画部についていまだ設置の必要性について、ま

だ自分自身企画部の必要性があるのかないのかという、こういう疑義を感じております

ので、当然企画部については僕は必要性ないと。なぜかというたら先ほども言ったよう

に、財政の苦しい折にまた部長職をこしらえないかんと。当然人件費にはね返るわけで
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ありますということで、複雑な心境で、企画部については必要性が見えませんので反対

の意見を述べ、反対討論としておきます。 

 以上です。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 賛成討論を行いますが、今田島議員から話があって、複雑な心境だと。私も 

その気持ちは同じでして、どちらかと尋ねられたら賛成という立場なんですけれども、

基本的に行政というのは、むだが少なくてサービスが手厚いというのが理想だと思うん

ですけれども、今回の機構図を見せていただいて、部局やとか課・室がふえてると、そ

れは好ましくないのは明らかだと思います。あとは１課１係制は避けるべきだと考えま

すけれども、それも残されているという点はどうなのかなあと思うんですけどもね。変

更の中身で、先ほど田島議員も言われましたけども、住民部と福祉部を分けて独立させ

ている、これは相談の業務も多い窓口ですので、住民の皆さんにとってサービスが進む

という点で評価できますし、あとは子育て支援課もまた新たに新設するということで、

微妙なところですけれども、積極的に賛成というわけではないんですけれども、提案理

由に住民ニーズに的確に対応すると明記されてありますので、これを念頭に置いていた

だいて丁寧に運用していただくということで、賛成討論といたします。 

○和田博之議長 次に反対の方の発言を許します。出口議員。 

○出口議員 反対討論を行います。 

 私は今、特に岬町が行財政改革を実施せないかんという形の中で取り組んでる中です

けども、実際に今言われた部課制が前回よりか非常にふえてると。そういう中で町長が

「4.８％の人件費の削減ができる」というふうに話を聞いたんですけども、どういうふ

うな形で基本的に算出方法があったんかなと。ともに職員の給料が4.８％下がるであろ

うというふうな回答であったと思います。そういう中で課長職、部長職をふやすことに

よって役職手当が当然ふえてまいります。と同時にボーナスにもはね返ってきます。そ

ういう部分で実際に人件費の削減ができるであろうかということを疑問視します。と同

時に、これだけの課をふやしまして、実際に本当に行政の末端までの掌握ができるかど

うかということも疑問に思います。そういう形の中で反対いたします。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。反対ですか。福田議員。 
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○福田議員 今、出口議員が言ったのを基本的には私も賛成なんですけども、いつも委員 

会でも発言もさせていただきましたが、やはり今財政難の折に機構改革、これはやって

いただいて大いに結構なんですけども、部課をふやすということは非常に私としては抵

抗があります。本来なれば民間委託なりアウトソーシングなり今どんどん進めていかな

いといけない時期に、何か逆に行政が今やっていることが本当に反対に進んでるよう

な、こういう観点から見て、逆に進んでいるような気持ちもします。よって、できるも

のであれば本来は機構改革は縮小していくべきではないかと思いますので。私はこの件

に関して反対させていただきます。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方ございませんか。 

 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これより議案第２７号「岬町事務分掌条例の一部を改正する件」について、起立によ

り採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２７号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２８号「一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する件」につ

いて討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。中原議員。 

○中原議員 反対討論を行います。 

 大綱的質疑の中で組合との合意が得られているということをお聞きしてますので、こ

の点については賛成か反対か迷ったんですけれども、人事院勧告が出て、それに準じて

ということなんですけれども、別に準じなあかんというものでもないので、公務員給与

を4.８％平均で引き下げるということで、民間の水準に合わして公務員の給与の水準を

どんどん下げていく、そしたら民間もどんどん下がっていって、もう安売り競争みたい
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になってしまって、民間にとっても歯どめのない賃下げになっていくんではないかなと

いう疑念がありまして、反対したいと思うんです。 

 一応経過措置が講じられているということも聞いてますけども、これからまだまだ住

民の皆さんへのサービスという点でお仕事をしていただかないといけない職員の皆さん

ですので、給与が下がっていくことで職務への意欲ですとか生活の維持ですとか、その

点で不安が残りますので、賛成しかねるという立場です。 

○和田博之議長 反対ということですね。 

○中原議員 はい。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これより議案第２８号「一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する件」につ

いて、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２８号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第２９号「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する件」について

討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第２９号「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する件」につい

て、起立により採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 
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 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第２９号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３０号「岬町特別会計条例の一部を改正する件」について討論を行い

ます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３０号「岬町特別会計条例の一部を改正する件」について、起立によ

り採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３０号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３１号「岬町税条例の一部を改正する件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

 まず、原案反対の方の発言を許します。奥野議員。 

○奥野議員 私は反対討論をさせていただきます。 

 超過税率によって地価下落分が増加になることは十分理解し、やむを得ないかと思い

ます。しかし私は、後ほどの一般質問の中でも触れておりますが、まず第一に住民に行

財政改革の岬町集中改革プランを十分な説明を行うことがまず先決であると考えます。

そしてその後に、５月臨時議会ないし６月議会でも十分間に合うと考え、継続審議にて

していただきたいと望むところでありますが、本日、議決をとるのであればあえて反対

討論といたします。 

○和田博之議長 次に、原案賛成の方の発言を許します。川端議員。 

○川端議員 公明党会派を代表いたしまして、賛成の立場で討論させていただきます。 

 今回、個人固定資産税の税率を従来の1.４％から1.７％にアップするとのこと、たび
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重なる住民負担を考えると非常に頭が痛いのですが、厳しい財政難を乗り越えるための

手段として、当分の間ということですので賛成いたします。しかし、住民の理解を得る

ためにも、地区ごとにきめ細かく住民説明会を持っていただきたいと思います。なぜこ

んなに財政が厳しいのか、社会状況、制度の仕組みから説き起こし、住民によく知って

もらうことこそ財政再建の大前提と思います。そのためにも説明会を実施していただき

たい。また、できるだけ住民負担をなくせるよう、むだを省くことをさらに真摯に取り

組むということを要望いたしまして、賛成討論とさせていただきます。 

○和田博之議長 次に反対討論。中原議員。 

○中原議員 反対討論いたします。 

 住民負担ということで、もちろんなんですけれども、委員会の傍聴でいろんな背景は

よくわかりましたけども、今後未納者に対して財産の差し押さえとか徴収について、そ

の点厳しくするということで、何かサラ金の取り立てを思わせるような、行政の強権的

な態度が見え隠れしていると、そういう点からもちょっと反対させていただきたいなと

思います。 

○和田博之議長 次に、賛成討論ございませんか。反保議員。 

○反保議員 賛成です。 

 総務委員会の会議でいろんな意見があったところですが、現状の町の財政面から見て

賛成をいたしました。現実はそういう賛成の方ではございますが、町民の方々は理解は

されておりません。次の町長選挙で石田町長は住民の皆さんの審判を受けることになる

と思われます。税のアップについての理由は一応わかりますが、町民の方々の理解をし

てもらった上に、皆さん方、町民の方が直接的に負担になるわけですから、今の財政面

から見て賛成せざるを得ないかなということで賛成をいたしております。でも、町長あ

るいは行政の方から徹底した住民の皆さんに告知を、適切な告知を考えていただきたい

と思っております。 

 以上です。 

○和田博之議長 次に、反対の方、ございませんか。 

 では賛成。田島議員。 

○田島議員 当委員会の審議事項ですので、当委員会においても私は賛成の意見を述べた 

わけです。やはり我々住民においてはサービスを受けようと思えば、これは当然原資は

税金がもとでいろんなサービスをやってるわけですね。ということで、先ほど私は大き
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な公共事業については反対意見を唱えたんですけども、自治体を運営しようと思ったら

やはり税が原資でありまして、何もかも反対といえば、税収なしで運営していただいた

ら立派な石田町長ですけども、それは無理な話ですので、やはり前回の委員会では、１

５０平米の敷地、例として、その中に入る建物で年間1,０００何がしと。その程度であ

ればやはり弱者に対してもいろんな住民サービスができるんであれば、私は当然税を取

るべきと、改正すべきと思っていますので、大きな増税は賛成はいたしかねますけど、

こういう住民サービスできる微妙な税改正でしたら今回一応、本当は値上げは改正はし

てほしくないんですけども、やはり住民サービスをしていただこうと思ったら、やはり

納税義務という義務がありますので、権利ばっかり言うてもだめということで、今回こ

の改正に対しては賛成の意見を述べたいと思います。 

 以上です。 

○和田博之議長 ほかに討論ございませんか。 

              （「異議なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結します。 

 これより議案第３１号「岬町税条例の一部を改正する件」について、起立により採決

いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３１号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３２号「岬町立保育所条例の一部を改正する件」について討論を行い

ます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３２号「岬町立保育所条例の一部を改正する件」について、起立によ

り採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

 45



ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第３２号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第３３号「岬町ひとり親家庭の医療費の支給に関する条例の一部を改正

する件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３３号「岬町ひとり親家庭の医療費の支給に関する条例の一部を改正

する件」について、起立より採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第３３号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第３４号「岬町老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する件」に

ついて討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３４号「岬町老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する件」に

ついて、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３４号は、原案のとおり可決され 
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ました。 

 続いて、議案第３５号「岬町身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例

の一部を改正する件」について討論を行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３５号「岬町身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例

の一部を改正する件」について、起立により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３５号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３６号「岬町国民健康保険条例の一部を改正する件」について討論を

行います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３６号「岬町国民健康保険条例の一部を改正する件」について、起立

により採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３６号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３７号「岬町介護保険条例の一部を改正する件」について討論を行い

ます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 
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 まず、原案反対の方の発言を許します。反対ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 なければ、原案賛成の方の発言を許します。川端議員。 

○川端議員 賛成の立場で討論させていただきます。賛成の立場で、公明党会派を代表し 

て討論させていただきます。 

 今回の条例改正の主な内容は、６５歳以上の被保険者が対象となる第１号保険料額の

見直しであります。高齢化率の高まりとともに、要介護認定者数が当初の予定より上回

り、それに伴って介護給付費が年々増加し、この制度が発足した平成１２年度から比べ

ると、１７年度は２倍強の約１０億円が想定されております。さらに今後も増加が見込

まれるとのことで、第１号被保険者が負担すべき保険料が今回大幅に増額されます。税

制の改正で老年者控除が廃止され、今まで非課税区分だった方が多数課税区分に入って

おります。激変緩和措置が実施されるとはいえ、そんな方にはかなりの負担増になりま

す。しかし、共助を目的としたこの介護保険制度の存続を考えると賛成をせざるを得な

いのであります。 

 しかし、急速な高齢化を考えると、今後さらに介護給付費が増大し、それに伴って保

険料が増額されるであろうと危惧されます。これ以上保険料が増額されないためには、

給付費が抑制されなければいけないと思います。そのためにも予防事業に力を入れてい

ただくこと、また、高齢化率府下第１位の岬町として、健康長寿のための施策にさらな

る取り組みをしていただくことを要望し、賛成討論とさせていただきます。 

○和田博之議長 反対の方ございますか。中原議員。 

○中原議員 介護保険については先ほど言いましたので、重ねて言うのもなになんですけ 

ども、ちょっと余りにも負担が重過ぎるという点と、ちょっと配慮が実態の生活を見

て、１００円でも２００円でもという生活、１００円でも安くするための努力というと

ころで、ちょっと町の独自の政策という点で、余りにも実態を見ない、配慮のない形だ

と思うので反対いたします。 

○和田博之議長 賛成討論ございますか。反対討論ございませんか。 

 ほかに討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これより議案第３７号「岬町介護保険条例の一部を改正する件」について、起立によ

 48



り採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議案第３７号は、原案のとおり可決され 

ました。 

 続いて、議案第３８号「岬町営住宅条例の一部を改正する件」について討論を行いま

す。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３８号「岬町営住宅条例の一部を改正する件」について、起立により

採決いたします。 

 本件についての事業民生委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 事業民生委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第３８号は、原案のとおり可決 

されました。 

 お諮りいたします。暫時休憩いたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

              （「異議なし」の声あり） 

○和田博之議長 異議なしと認めます。暫時休憩することに決定しました。 

 休憩します。再開は２時１５分に再開いたします。よろしくお願いします。 

              （午後２時０３分  休憩） 

 

              （午後２時１７分  再開） 

○和田博之議長 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 続いて、議案第３９号「岬町公民館条例の一部を改正する件」について討論を行いま

す。 
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 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第３９号「岬町公民館条例の一部を改正する件」について、起立により

採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第３９号は、原案のとおり可決 

されました。 

 続いて、議案第４０号「岬町財産区基金条例の一部を改正する件」について討論を行

います。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議案第４０号「岬町財産区基金条例の一部を改正する件」について、起立に

より採決いたします。 

 本件についての総務文教委員長の報告は、原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ております。 

 総務文教委員長の報告のとおり可決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議案第４０号は、原案のとおり可決 

されました。 

 以上で、二常任委員会に付託されました案件は、すべて採択されました。 

 各委員長さん、委員の皆さん、本当にご苦労さまでございました。 

 

○和田博之議長 日程３、議員提出議案第１号「岬町議会委員会条例の一部を改正する 

件」を議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。議会議員、奥野 学君。 
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○奥野議員 ただいま議長の許可を得ましたので、議員提出議案第１号、岬町議会委員会 

条例の一部を改正する件を地方自治法第１１２条及び岬町議会会議規則第１４条の規定

により、別紙のとおり提出いたします。 

 提出者、岬町議会議員、奥野 学。賛成者は次のとおりです。敬称を略させていただ

きます。賛成者、岬町議会議員、反保多喜男、鍛治末雄、和田勝弘、中原 晶、辻下正

純、竹内邦博、川端啓子、岡本重樹、鳥谷部昭、谷本 貢、以上であります。 

 提案理由は、岬町事務分掌条例の一部改正に伴い、本条例に所要の改正を行うもので

あります。 

 岬町議会委員会条例の一部を改正する条例（案）について説明いたします。裏面をご

参照願います。 

 岬町議会委員会条例（昭和６２年岬町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第１号中「総務部」のあとに「、企画部」を加える。 

 第２条第１項第２号中「住民福祉部」を「住民部、福祉部」に改めるものでございま

す。 

 なお、附則としまして、この条例は、平成１８年４月１日から施行することとしてお

ります。 

 参考までに新旧対照表をつけておりますので、ご参照ください。 

 今回の事務分掌の改正に伴い、総務文教委員会の所管が、総務部、企画部及び教育委

員会の所管に属する事項並びに他の常任委員会に属さない事項に、事業民生委員会の所

管が住民部、福祉部、事業部及び上下水道部の所管に属する事項に改正するものであり

ます。 

 以上でございます。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願いいたします。 

○和田博之議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより本件に対する質疑を行います。質疑ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議員提出議案第１号「岬町議会委員会条例の一部を改正する件」について、
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起立により採決いたします。 

 本件は、原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立多数）  

○和田博之議長 起立多数であります。よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可 

決されました。 

 

○和田博之議長 日程４、議員提出議案第２号「町長の専決処分事項を指定する件」を議 

題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。議会議員、奥野 学君。 

○奥野議員 議員提出議案第２号、町長の専決処分事項を指定する件。ただいま議長の許 

可を得ましたので、議員提出議案第２号、町長の専決処分事項を指定する件を岬町会議

規則第１４条の規定により、別紙のとおり提出いたします。 

 提出者、岬町議会議員、奥野 学。賛成者は次のとおりです。敬称を略させていただ

きます。賛成者、岬町議会議員、反保多喜男、川端啓子、田島乾正、岡本重樹、和田勝

弘、鍛治末雄、中原 晶、辻下正純、竹内邦博、出口 実、福田  収、鳥谷部昭、谷本

貢、以上であります。 

 提案理由は、地方自治法第９６条に規定する議決事件のうち軽易な事項については、

その都度議会を開催することが困難であるため、地方自治法第１８０条第１項の規定に

より、議会の権限に属する軽易な事項について、町長の専決処分事項に指定するもので

あります。 

 町長の専決処分事項の指定について、説明いたします。裏面の案をご参照願います。 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、町長が専決処分することができる事項を

次のとおり指定する。 

 指定する事項は、「１件５０万円以下において、法律上町の義務に属する損害賠償の

額を定めること及びこれに伴う和解に関すること」であります。 

 なお、この指定は、議決の日からその効力を発するものであります。 

 以上でございます。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願いいたします。 

○和田博之議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより本件に対する質疑を行います。質疑ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 
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○和田博之議長 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論ございませんか。 

               （「なし」の声あり） 

○和田博之議長 反対討論・賛成討論ともになしと認めます。 

 これより議員提出議案第２号「町長の専決処分事項を指定する件」について、起立に

より採決いたします。 

 本件は、原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

                 （起立全員）  

○和田博之議長 起立満場一致であります。よって、議員提出議案第２号は、原案のとお 

り可決されました。 

 

○和田博之議長 日程５、「一般質問」を行います。 

 順位に従いまして質問を許可します。 

 初めに、奥野 学君。 

○奥野議員 議長より発言の許可を得ましたので、平成１８年第１回定例会での一般質問 

のトップバッターとして質問に入りたいと思います。 

 まずもって、昨年の１０月より石田新町長が就任以来、岬町の再生を誓って連日奮闘

していただいていることに敬意を表する次第であります。我々議員もがけっぷち、待っ

たなしの状況を乗り切るため、一丸となって臨まなければならないと切に思っておりま

す。 

 そこで、本日の質問内容は、岬町の将来展望という点から、行財政改革と防災対策の

２点について質問させていただきます。本日、私のあと質問者が多く控えておりますの

で、答弁はわかりやすく簡潔にお願いいたします。 

 まず、１点目の行財政改革であります。 

 私は平成１５年１２月議会、平成１６年１２月議会において、事務事業評価システム

による事務事業の見直しを早急に導入することを提案してまいりました。とりわけその

中でも、ピアッツァ５の全面外部委託を訴えてまいりました。その結果、平成１８年度

より、指定管理者制度のもとで全面的に外部委託が行われることになりました。この事

案は私の選挙公約の１つであり、実現できたことは大変うれしく思います。限られた財

源を効果的に活用できる手段であると考えますが、要注意点はサービスの低下のないよ
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う定期的な監査を議会においても行いたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。これからも指摘するだけではなく、代案をもって提案していきたいと考えますの

で、検討は十分に、判断は早急にしていただきたいと思います。 

 景気も少しずつ好転してきたと言われておりますが、岬町にとっては全くその様子が

なく、真っ暗なトンネルの中に突っ込んだように思われます。といいますのは、先日の

総務文教委員会でお示しいただきました全国地価下落２０位中、岬町は何と１４カ所が

入っております。この原因は何なのか、どのように判断されますか、ご答弁をいただき

たいと思います。 

 そして２点目は、岬町は過去に２度、赤字再建団体に転落したことは皆様十分ご承知

のことと思いますが、１回目は昭和３１年から４０年までの９年間、２回目は昭和４２

年から５０年までの８年間、合計１７年間も新たな事業もできず、国の管理下にあった

わけであります。３回も転落するような不名誉なことは何が何でも避けなければなりま

せん。どこの市町においても基金を取り崩しての苦しい財政運営を行っており、どこが

一番先に赤字再建団体に転落するのかといった状況にあると思います。赤字額が一定規

模、財政標準規模２０％を超えると財政再建団体となるわけですが、本町の場合、実質

収支額が、平成１６年ベースで約８億4,０００万円を超えた場合、赤字再建団体に転落

となります。平成１８年度は残りすべての基金、約４億円を取り崩しての予算編成とな

ったわけであります。平成１８年度の実質収支額はどのような見込みになるのか、正直

にご答弁をいただきたいと思います。 

 次に、２点目の防災対策であります。 

 本定例会は、私は防災対策の担当課として独立した新たな課の設置が必要であると考

え、提案させていただこうと思い、その質問を挙げたところ、その後石田町長より機構

改革の中で本定例会において危機管理課の新設をされましたので、大いに賛成するとこ

ろであります。また、深日大川のしゅんせつをお願いしていたところ、岬町より大阪府

に対し、強い要望のおかげで大変きれいになり、増水があっても一安心かと思います。

ご努力大変ありがとうございました。 

 次に、私は平成１６年１２月議会において防災対策について質問いたしました。その

結果、岬町防災マップを作成し、各戸配布の実施となりました。文部科学省は新年度予

算で東南海地震に備えて、２００６年から２００９年度の４カ年で熊野灘沖海底に地震

計、津波計などの観測機器を１５キロ間隔で集中的に配置した監視観測網づくりを始め
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るようであります。２０１０年より南海地震に備えて潮岬沖にも同様のシステムを展開

する報道がありました。いつ起きてもおかしくないとされる大地震に対し、国も本格的

に取り組んでいるわけであります。昨年本町においても岬町防災マップ保存版の各戸配

布がありました。しかし、配布したマップは各家庭でどのように保存されているのか。

また、中には「そんな地図を見たことがない」という声さえ聞こえてまいります。そこ

で、次の４点について質問いたします。 

 １点目は、各家庭での防災マップの保存状況を踏まえ、岬町内、淡輪、深日、多奈

川、孝子、４地区に分け、常に目のつくところに張れるようなコンパクトな避難場所を

明記した防災マップを再度つくりかえる必要があると思いますが、いかがでしょうか。 

 ２点目は、住民の防災対策への意識向上のために、また高齢者、障害者、乳幼児など

の方をどのように避難支援するのかなどの、各地区ごとに具体的な避難訓練の必要があ

ると思いますが、いかがでしょうか。 

 ３点目は、耐震診断の結果、基準を下回っている岬町内３小学校の体育館は、早急に

補強工事が必要であります。現在国においても耐震補強工事費の国の補助金が３分の１

から２分の１に増額が検討されています。このことを十分踏まえ、岬町内３小学校の体

育館の補強工事が早急に必要であると考えます。命を預かる避難場所が耐震診断の結果

基準を下回っていることは重大であります。財政が苦しいのは十分承知しております

が、南海、東南海地震は近い将来やってくるのです。この点についていかがお考えでし

ょうか。 

 ４点目は、土取り跡地整備として野外グラウンドが検討されていると聞き及んでおり

ますが、そのグラウンドを災害時に備えて対処できるように、いろいろな方面から検討

する必要があると思いますが、いかがでしょうか。ご答弁よろしくお願いいたします。 

 これで私の質問を終わります。再質問は自席にて行わさせていただきます。 

○和田博之議長 ただいまの質問に対し、理事者の答弁を求めます。中口総務部長。 

○中口総務部長 奥野議員の質問に答えたいと思います。 

 １点目の全国地価下落中、岬町１４カ所ということで、その原因は何なのかというこ

とでございます。平成１７年地価公示に基づく地価動向につきまして、先日国土交通省

が発表し説明しているところによりますと、全国平均で見ますと地価は引き続き下落し

ているものの、三大都市圏、地方圏とも下落率は縮小しておるという状況がございま

す。これは景気の回復が底堅く推移したことで、不動産投資のすそ野が広がる中、東京
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圏では特別区を中心として下げどまりの傾向が一層強まり、より広がりを見せ、大阪

圏、名古屋圏、札幌市、福岡市でも下げどまりの傾向が広がりを見せ始めているとのこ

とでございます。 

 特に三大都市圏においては、平均値で上昇となる市や区で比較的高い上昇率を示す地

点が見られるなど、おおむね都心部で地価動向の変化が鮮明になったとのことでござい

ます。大阪圏では２年連続で下落率が縮小しております。その特徴といたしまして、大

阪市、京都市及び神戸市の都心など、京阪神の交通の利便性が高い鉄道沿線を中心に横

ばいの地点が増加しており、中でも大阪市の都心では利便性、収益性の高さを反映し

て、上昇地点があらわれておるという状況があります。これらの背景といたしまして、

東京圏、大阪圏では都心回帰の動きが続きまして、また各圏域におきまして都心以外で

も利便性等にすぐれた地域で住宅需要が堅調であったことが挙げられております。 

 以上を踏まえまして、平成１７年の地価動向を分析しますと、貝塚市以南の泉南地域

は大阪府の南部に位置し、都心接近性に劣り、都心部での地価動向の現象の反映が鈍

く、さらには都心回帰の影響を強く受けたことで、地域全体の地価変動率は平成１６年

度よりやや強めの下落傾向を示しているという状況でございます。そのような状況の中

でも、大阪市に近い貝塚市、泉佐野市、熊取町、田尻町では下落率は縮小しまして、泉

南市ではほぼ横ばい、最南端の岬町、阪南市では下落率の拡大につながっており、結果

的に岬町、阪南市が全体の下落率を引き下げている状況となっておるようにあらわれて

おるところでございます。 

 次に、行財政改革の中で、本町の財政は地価の下落を反映した町税収入の減少と高齢

化の進展に伴う介護特会への繰り出しや過去の公共施設整備の際に起こしました地方債

の償還額の増加などにより、歳入歳出のバランスが崩れ、この歳入不足を補うために各

種基金の取り崩しをもって財政収支の均衡を図る状況にございます。この基金残高も、

今年度当初予算での取り崩しにより底をつくことになりまして、今後の財政状況を考慮

いたしますとなお一層の行財政改革を進める必要があるというふうに考えております。 

 このような厳しい財政状況にある中、今年度の財政収支見込みにつきましては引き続

き実質収支の黒字を目標としているところであります。この目標を達成する上で特に懸

念される事項といたしましては、歳入面では町税の調定見込みと地方交付税の算定結果

でありまして、歳出面では老人医療費や介護保険給付費の推移が、今後の財政収支に影

響を与えるものと想定されておるところでございます。 
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 まず、町税につきましては、固定資産税の評価替え作業の進展により、ほぼ減収見込

み額が推定可能となっておりますが、個人及び法人所得に係る町税の推移が不確定要素

となっております。また、地方交付税につきましては、今回の国調結果を踏まえまし

て、人口の減少による影響や今回の町税の減収による影響額及び地方交付税総額の減額

の影響額を考慮いたしまして推計したところでございますが、国が定める詳細な算定基

準が明らかにされていないため、今後交付額に大きな影響があることも想定されるとこ

ろでございます。 

 一方、歳出面では、医療費や介護給付費の伸び率の推移であります。当初予算では過

去の決算額の推移や法改正の影響額等を見込み算定しておりますが、これらの経費は本

町の財政負担が自動的に決定される仕組みとなっているため、今後本町を取り巻く環境

の変化によっては財政負担が大きく変動することも想定されておるところでございま

す。これ以外にも自然災害の発生など懸念される事項も多々ありますが、さきに説明い

たしましたとおり、現下の厳しい財政状況に対しまして的確に対応するため、行財政改

革プランを着実に進める以外に方策はないというように考えておるところでございま

す。今後ともこの行財政改革プランにおいて示す改革の基本方針に基づきまして行財政

改革を進め、本年度以降の財政収支についても黒字決算を目標に進めてまいる所存であ

ります。 

 以上です。 

○和田博之議長 松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 防災関係のご質問についてお答えさせていただきます。 

 まず、防災関係の１点目の防災マップでございますが、この防災マップにつきまして

は東南海、南海地震対策用の津波被害を想定した津波ハザードマップと土砂災害を想定

した総合マップとなっておりまして、内容といたしましては、地震発生時の心得、津波

への心得、土砂災害への心構えと避難場所の各名称や各公的機関の施設名称をポイント

マークし、わかりやすく必要な最小限の情報を掲載しております。災害に備えて、住民

１人１人が防災意識を高めていただき、災害から自分の身は自分で守ることを認識して

いただくために防災マップを昨年６月に全戸配布いたしまして、住民の皆様に周知させ

ていただいたところでございます。 

 議員お示しの地域別のコンパクト版にいたしますと、紙面の都合上必要な情報提供が

できなくなったりとか、文字の縮小などによりまして高齢者には見にくくなるなどの問
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題点も考えられるということとともに、関係機関との調整と印刷に要する財源の確保等

必要になることから、現在は現行のマップを主として啓蒙啓発してまいりたいというふ

うに考えております。今後、内容の変更などが生じた場合には、議員お示しのご意見を

踏まえつつ、防災マップの策定に向けて検討してまいりたいと考えておりますので、ご

理解をいただきたいと思います。 

 次に、２点目の高齢者、障害者、乳幼児などの要援護者の避難支援でございますが、

災害から身を守るためには住民１人１人が防災に対する意識を深めていただき、地域の

人々が主体的に防災まちづくりに取り組み、災害時には地域ぐるみで対処することが必

要であります。今年度につきましては各自治区単位で地域性を取り入れ、消防署、消防

団と地区住民が連携した避難訓練、消火訓練、通報訓練などを実施しております。 

 そういった中で、今後においては各自治区また自治区で組織しております自主防災組

織の協力、警察、消防といった関係機関との連携を密にし、要援護者に配慮し、集団避

難等がスムーズに実施できる体制づくりを図るとともに、地区の特性に合わせ避難誘導

体制の整備を図ってまいりたいと考えております。 

 また、要援護者の避難支援につきましては、自助、近隣の共助を基本とし、要援護者

に対して迅速、確実な情報の発令、避難勧告等の伝達体制の整備を図る必要がございま

す。そのためには常日ごろから要援護者の情報を的確に把握する必要があります。プラ

イバシー保護の観点から難しい面もございますが、警察、消防、民生、児童委員、社会

福祉協議会などと連携し、要援護者の支援体制づくりを検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、４点目の土砂採取跡地の野外グラウンドを災害に対応できるように検討しては

とのご質問でございますが、跡地利用につきましては、現在岬町多奈川地区整備促進協

議会で、多目的公園整備に向け具体的な内容について検討しております。その中で、グ

ラウンド整備につきましては、多目的広場として機能を有することを前提に取り組んで

おります。 

 議員お示しのとおり、災害発生時には避難所の開設、救援物資の拠点基地、ヘリポー

ト等の基地などの災害時に対応する広域避難地としての活用も必要が生じるものと思わ

れます。今後、多目的広場の具体的な検討をする場合において、災害時での対応も視野

に入れ検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解をよろしくお願いいたしま

す。 
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○和田博之議長 笠間教育次長。 

○笠間教育次長兼給食センター所長 奥野議員の３点目のご質問の中から、避難場所とし 

ての小学校体育館の耐震補強工事についてお答えいたします。 

 議員ご指摘の耐震補強工事につきましては、今年度、平成１７年度から３年計画とい

うことで、深日小学校の体育館の耐震補強を実施しております。３年かかります。引き

続きまして、これが終了次第、多奈川小学校、その次には淡輪小学校ということで、順

次進めてまいりたいと考えております。よろしくお願いします。 

○和田博之議長 奥野議員。 

○奥野議員 いろいろご答弁ありがとうございました。自席で再質問させていただきま 

す。 

 住民にばかり負担をかけることは行財政改革と言えるのでしょうか。私は、住民に負

担をかける前に、まず議会としてみずから改革すべきことがあるのではないかと考えま

す。まず第１に議員定数削減、第２に政務調査費を凍結することを提案します。議会み

ずからの具体的な痛みがない限り住民負担の理解が得られないのではないでしょうか。

今後の行財政改革、年次計画を具体的に立て、住民に十分な説明をする責任があると考

えますが、今後どのような形で説明する機会を考えているのか、ご答弁願います。 

 ２点目は、企業誘致等で歳入の見込みとしてどれだけ見込んでいるのか、私には全く

見えてまいりません。町長及び担当課ではいろいろなシミュレーションを当然している

はずです。その見込み額をより具体的にご説明いただきたいと思います。答弁次第で

は、進捗状況を見ながら、しかるべき時期に再質問させていただきます。 

 そして、最後に石田町長の岬町再生に向けての不退転の決意をお聞きし、私の質問を

終わります。ありがとうございます。 

○和田博之議長 中口総務部長。 

○中口総務部長 奥野議員の再質問にお答えしたいと思います。 

 まず、行財政改革を進めるのに住民に十分な説明をする責任があるのではないかとい

う、どのような説明する機会を考えているのかということで、本町の財政再建団体への

転落を阻止し、行政サービスの向上と簡素で効率的な行政運営の確立を図るため、行財

政改革プランを平成１６年に策定しております。この改革プランにつきましては、市町

村合併問題に際して、合併しない岬町の今後の行財政改革の取り組み方針として位置づ

けし、今後の改革内容の周知を図るため、その概要版を各戸配布するとともに、各地域
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ごとに住民説明会を開催しまして、その概要の説明を行い、現在この改革プランに基づ

き改革を進めているところでございます。 

 その後、国は地方公共団体のさらなる行財政改革を推進するため、新たな行革指針を

策定し、この指針に基づき具体的な改革の取り組み内容などを、平成１７年度中に集中

改革プランとして策定することを求められ、本町では現行の改革プランを再編整理する

ことにより、岬町集中改革プランを策定することにしたところでございます。 

 この集中改革プランにつきましては、既に行財政改革特別委員会でその内容を説明

し、その後にパブリック・コメント制度による住民の皆さんの意見を反映した上で、今

月末には公表する予定となっておるところでございます。この集中改革プランでは、今

後の具体的な改革内容を推進項目として、その概要と実施年度を記載して公表する内容

となっております。今後、このプランに基づき、改革内容を具体化する際には、条例な

ど法令改正や予算措置を必要とするため、その際議会でその内容を詳しくご説明するこ

ととしておるところでございます。 

 また、集中改革プランの推進項目には、受益者負担の適正化を図るため施設使用料や

各種手数料及び一部自己負担金の見直しを、さらに本町の財政基盤の強化を図るため町

税の超過課税など住民の皆様に新たな負担をお願いすることや、公共施設管理の民間委

託なども盛り込まれておりまして、これらを進めるには住民の理解と協力を不可欠とし

ておるところでございます。よって、この改革項目の実施に当たっては、住民の改革に

対する理解をさらに深めるとともに、なお一層の住民の協力を得るために、改革の基礎

となる行財政改革プランなどの内容を説明する機会を設ける必要があるというふうに考

えております。ついては、この住民に対する説明方法につきましては、さきの市町村合

併問題に際して開催した住民説明会の実施内容等を十分参考にいたしまして、具体化し

てまいりたいというように考えております。 

 次に、企業誘致等で歳入の増収をどの程度見込んでいるのかということで、企業誘致

等に係る歳入としては土地に係る財産売払収入や貸付収入、企業が負担する固定資産税

などの町税収入などが想定されておるところでございます。これに係る収入見込額につ

きましては、具体的な計画等が明らかになった段階で詳細な金額を把握することが可能

となりますが、現時点では大まかな目安となる金額については推計することができる段

階にあると考えております。 

 しかし、財産売払収入や固定資産税の算定の基礎となる土地の鑑定価格が、地価の下
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落傾向を踏まえ流動的であり、現時点で推計金額を、概算数字であるとしてもこれを明

らかにすることは今後の企業誘致に何らかの影響を与えることも懸念されるため、公表

の時期等は慎重な取り扱いにしたいというように考えておるところでございます。 

 なお、企業誘致に係る町税の増加等につきましては、現行の行財政改革プランでは反

映いたしておりません。この改革プランでは、町税収入の推計方法は平成１６年度決算

額を基礎に、過去の決算額の推移、今後の景気や地価の動向などを考慮して算定してお

ります。これは企業誘致等に係る増収額などは、誘致実施年度や誘致企業の投資規模な

どの具体的な内容が必要となること、またこのプランでは、収支計画では町税収入を基

礎に地方交付税の算定や行革効果目標の必要額を算定している関係から、行財政改革プ

ランの全体の堅実性や確実性を確保するため、でき得る限り不確定要素を排除する必要

があるため、企業誘致等に係る増収額を反映していない状況でございます。 

 以上です。 

○和田博之議長 石田町長。 

○石田町長 奥野議員からの、不退転の決意を述べよという点でございます。 

 私も２０年近く前、私が３２歳、奥野議員が当時まだ２０代、２９ですかのときに２

人で、この岬町を変えようと言って初めての町長選に立候補した、あれ以来１９年、思

いは１つも変わっておりません。今回この時期に町長にならしていただいたことを本当

に、逆に光栄に思っております。この時期、この苦しい財政を乗り切っていくのは私し

かいないという気持ちでいっぱいでございます。 

 そしてまた、今回の機構改革で１８６名の職員とともにまず一丸となることが、私は

大切だと思っております。ただ、行政が一丸となっても行政と議会、これは車の両輪で

ございます。これからも我々行政が一生懸命、職員とともにいろんな形で改革案をご提

出させていただきます。議会の皆様におかれましても我々の出す案を真剣にご討論いた

だきまして、是々非々の判断をぜひともしていただき、お互いにこの岬町の再生のため

にご努力いただけたら、私も精いっぱい努力させていただきます。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 議長の方からあえて答弁をしておきたいと思います。 

 既にご存じのように議会の中で、全員協議会の中で定数、そしてまたその他いろいろ

議会の中の改革については今現在進行形でやっているということでございますから、こ

れは理事者の方から定数、政務調査費をどうするかということについての答弁はできな
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いと、このように思いますので、私たちの議会の中の範疇でございますので、私たちの

方でまた継続して、現在もやっておりますけれども、継続してやっていきたいと、この

ように思います。 

 奥野議員、よろしいですか。 

○奥野議員 はい。 

○和田博之議長 それでは、奥野 学君の質問が終わりました。 

 次に、田島乾正君。 

○田島議員 ただいま議長のお許しを得ましたので、私の通告した一般質問に入らしてい 

ただきます。 

 防災関係と、最後が道の駅であります。これは道の駅といっても釣り公園と一体型の

道の駅でございます。 

 第１問の防災関係について、まだ皆さん記憶に新しいと思うんですけども、深日港の

大火、そしてまた深日会館の民家火災、最近そういう大きな火災が発生している中で、

現場を私が見た限りに大変旧村においては人家が密集していると、その中で本当に我々

住民の生命、身体、財産を守れる体制になっているのかと、これを踏まえて質問に入り

たいと思います。 

 まず、防災関係についての当町の防火水槽の設置状況であります。消火栓といえど

も、消火栓のみでは瞬時に消すことができませんので、防火水槽の設置状況と、そして

火災時における先ほど言った消火栓の使用時における水圧、水量、この問題についてで

あります。 

 よく火災が発生すれば私もやはりちょっとでもお手伝いできるということで現場に駆

けつけるんですけども、どうも２台、３台の消防車が放水に当たると、水圧というか、

専門的でないんですけども、水量が減ってしまうと。ということで即鎮圧はできない状

態にあると。その中で消火栓の水圧、水量についてお伺いしたいと思います。 

 そして、その消火栓の整備状況であります。定期的に消火栓の整備点検をされておら

れるのか。まずこの３点に。４点目に地域防災計画の内容についての通告をしたんです

けども、これは我々昨年そういうマップをいただいておりますので、この質問について

は省かせていただきます。この３点についてご答弁願いたいと思います。 

 最後の道の駅についてであります。 

 道の駅の一体化の片方の釣り公園の、先ほど条例が可決されましたですけども、私が
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一番心配するのは施設の有効利用かむだな公共事業かと、ここに落としどころがあると

思います。土取り跡の桟橋を設置者が、各隣接の自治体においてもいろいろ積み出し桟

橋をつくっておりますが、あとの桟橋については当然採算性が取れんということで撤去

しております。 

 そこで、当町はこの桟橋を利用して釣り公園と道の駅の一体型の、そういう観光に向

けた事業をしようとしているんですけども、その道の駅、釣り公園について、現在の道

の駅の取り組み状況。私は担当委員会に入っておりませんので、先ほど委員長報告のと

おり報告されたんですけども、詳細についてわかりませんので、追ってまた再質問なり

で質問するんですけども、まず現在の釣り公園、道の駅の取り組み状況ですね。釣り公

園条例をかなり急いで本日可決したんですけども、その内容について、答弁者におかれ

ましては私が納得するように、かいつまんでご答弁をお願いしまして、再質問からは自

席で質問したいと思います。 

○和田博之議長 答弁に当たっては簡潔にお願いします。質疑と答弁で１時間でございま 

すから、よろしくお願いします。 

 松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 田島議員のご質問にお答えさせていただきます。 

 まず、防災関係についてでございますが、まず基本的な消防水利についてでございま

すが、消防法第２０条第１項の規定に基づきまして消防水利の基準が定められておりま

す。給水能力は、常時貯水量が４０立方メートル以上、取水可能水量が毎分１立方メー

トル以上で、連続４０分以上の給水の能力を有するものと定められておりまして、その

供給源といたしましては、消火栓、防火水槽、プール、河川、溝、堀、池、海、湖、井

戸、下水道等、あらゆる水源が消防水利として利用することが定められております。 

 本町における消火栓、防火水槽の整備状況でありますが、まず防火水槽につきまして

は、淡輪地区で２９カ所、深日地区で１６カ所、多奈川地区で１７カ所、合計６２カ所

の公設の防火水槽を設置しております。また、事業所、旅館等で私設の防火水槽も２０

基設置されております。 

 続いて、消火栓につきましては、淡輪地区２５２基、深日地区１５０基、多奈川地区

１２３基、孝子地区１６基でございます。町内には合計５２１基設置しておりまして、

火災発生時に備えまして、消防署、消防団において定期的に点検を実施しているところ

であります。 
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 また、最近の消火栓の整備状況でございますが、厳しい財政状況の中、平成１５年は

新設消火栓１基、既設消火栓１基、消火栓補修工事３カ所を実施しております。１６年

度につきましては新設消火栓１基を整備し、１７年度については新設消火栓１基と２カ

所の補修工事を現在施工中でございます。 

 民間開発では、宅地開発指導要項に基づきまして、望海坂地区で平成１４年度には２

２基の消火栓と防火水槽５カ所を設置いたしまして、本年度においては消火栓１０基と

防火水槽２カ所を設置しております。また、最近の他の開発地域におきましてですが、

消火栓４基と防火水槽１カ所の新設の協議を進めておりまして、今後におきましても消

防水利の基準に基づいて指導の徹底を図り、万全を期しているところでございます。 

 しかし、議員ご指摘のとおり、本町の旧市街地では古い家屋が建ち並び、狭い路地が

多くて、主に水道管も口径７５ミリという管を使用しておりまして、火災時には同じ管

からの取水により水量の低下が生じているのが実情でございます。そのため、消防署と

協議いたしまして、新設、移設の消火栓設置の優先順位をつけまして整備計画を策定す

るとともに、水道管の布設がえ工事には優先的に消火栓の設置を実施しておりますが、

昨今の厳しい財政状況により消防水利の不足箇所など緊急性の高い箇所について優先的

に整備を進めているところでございますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 続きまして、道の駅でございます。 

 現在、小島地区で事業を進めております道の駅整備事業は、かねてから地元の要望を

受けまして、町の活性化と地域振興に寄与するということで、土砂採取用桟橋の有効利

用を図り、整備する海釣り公園と同時に整備することといたしております。事業の内容

につきましては大阪府と岬町が、それぞれの役割分担により事業を進めることとしてお

りまして、大阪府が２４時間使用できる駐車場やトイレ、道路の案内板等を整備し、岬

町が地元物産等の販売を行う地域振興施設、地域のイベント活動等に利用できるふれあ

い広場を整備し、地域に密着したさまざまな情報の発信や利用者との交流を図れる施設

として整備する予定であります。 

 全体事業面積が6,５００平方メートルで、大阪府の整備面積は約3,８００平方メート

ル、岬町が2,７００平方メートルの整備を行いまして、地域振興施設は二層構造で約２

００平方メートルの計画となっております。また、この地域振興施設は海釣り公園の入

り口に位置しておりまして、海釣り公園の管理事務所としても利用することとしており
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ます。平成１７年度事業といたしまして、大阪府とともに駐車場部分の詳細設計を実施

するとともに、本事業に係る用地取得を行うべく地権者の方々のご理解、ご協力を得る

ように協議を行っているところでございます。現在、平成１８年度の予算を可決してい

ただきましたが、この予算におきまして地域振興施設の詳細設計を実施する予定でござ

います。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 田島議員。 

○田島議員 今、松永部長から私の第１質問等についてるる答弁していただいた中で、や 

はり旧村においては防火水槽の数が僕なりに足らないと思うんですわ。なぜかという

と、昨年の深日港の大火においても、そして同じく深日会館の横の民家火災においても

即制圧できない状態、これは消火栓ですわね。防火水槽でやれば瞬時にして火の勢いを

とめられると。ということで防火水槽の重要性を、今回私は現場を見て痛感して訴えて

るわけですね。公民館の深日会館の前の火災においても、町長もみずから現場を見てい

ただいて体験しておられるわけですね。 

 ですから、その防火水槽のまず私がお尋ねしたいのは、まず消防水利ですね。そし

て、２点目の防火水槽の設置状況。そして旧市街地、ということは旧村ですね、密集し

ているところの火災が発生して、消防車が消火栓を２カ所使った場合、当然水圧、水量

が落ちますわね。行きどまりのパイプであったら。ループ式というのはそれ相当いける

と思うんですけども、やはり消火栓に頼らず防火水槽の設置について、まず担当として

どのようにお考えかということですね。これは町の財政事情から、過去からやっとかな

ければいけないことを今日まで引きずって、防火水槽の足らず分を優先順位をつけてる

と思うんですけどね。１基７００万近くすることは聞き及んでます。まず、防火水槽の

設置状況と、そして消火栓の水量の部分についてお尋ねしたいと思います。 

 そして、道の駅の部分ですけども、今回土砂搬出が終わって、府から、公社ですか

な、そこから２４億もかけて桟橋をこしらえた、僕から言うたらちょっとお化けみたい

な品物ですけども、有効利用もあるんではないかという考えで現在、本日も釣り公園条

例が可決されたと。私は反対なことを言ってますけども、やはり町財政とかいろんなこ

とを心配して言うてるんで、今回悪者になって言わしてもらいますけども、せっかく石

田町長がこの初めての当初予算を組んだ。この予算書を見せてもらってるんですけど

ね。この中で、いつもなら商工観光費もペラペラとめくるんですが、なぜかしらんこの
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金額が大きいんですね。結局、桟橋の改造費に１億ということですね。そして、一体型

の道の駅の公有財産購入費で4,２００万円。これは毎年このぐらい商工会に補助金とし

ていただいたらいいなあと思って、これは全く全然商工会とは、ないとは言いません

よ、関連性があるから。せっかく石田町長も新しい予算を組んでいただいて、集客力、

先ほどどなたか議員がおっしゃったように町財政の確保のためにそれはいいことです。

しかし、この大きなものをどういう経過で府から、何も石田町長を責めてませんよ。こ

れは前町長がレールを敷いた問題でして、その上に石田という客車が走ろうとしている

わけですね。 

 ここで１つ私、心配して言いますので。道の駅の定義ですね。道の駅ってどんなもの

ですかという。私は個人経営で、孝子地区に道の駅もどきみたいな、そういうふうなん

をやってますな。道の駅といってもいろいろありますので、その定義と、そして近隣の

道の駅の運営状況。たくさん大阪府内、近畿にありますので、その運営状況。そしてこ

の交通量ですね。やっぱり山奥でやってもお客さんが来なんだらだめですね。やはり人

が流通する、行き来するところでないと道の駅をつくった意味がないです。 

 ということで、当然こういう事業に対しても、特別委員会を２回僕は傍聴したんです

けども、特別委員会でいろいろデータとかアドバイス的な資料、近隣の釣り公園の資

料、いろいろ披瀝していただいたのは、傍聴やから発言できませんので聞き及んだばっ

かりやから、この場をお借りして私はこれから質問に入りたいと思いますけども、まず

定義と近隣の道の駅の運営状況ですね。それも当然調べてなかったらこういうことを出

せないと思うんで、それは当然担当の方はやられると思うんです。そして交通量、これ

が一番心配ですね。最近どの辺でデータを取られて、採算が取れないことはないとい

う、そういう委員長報告もあったので、まずこの道の駅の定義と、何ぞやということ、

そして近隣の道の駅の運営状況、そして最近交通量のデータを取られたのか。場所です

ね。それをまずご答弁願いたいと思います。 

○和田博之議長 松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 お答えします。 

 まず、防火水槽の設置状況でございますが、田島議員ご指摘のとおり、旧市街地にお

きましては住宅密集地域となっている狭い路地等が多くて、先ほども申し上げました

が、口径７５ミリが主として使用されておるということもございまして、行きどまり管

というようなことになってるところが多々あるというふうに認識しているところでござ
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います。 

 火災発生時に同じ水道管から同時に消火栓を使用すると水量不足が生じているという

のは事実でございまして、川や防火水槽等、他の消防水利を確保することが必要である

と認識しているところでございます。その対応策といたしまして、現在消防署と協議を

進めておりまして、旧市街における消火栓や防火水槽などの消防水利を確保するため

に、消火栓の新設や移設に優先順位をつけて、整備計画の検討も図っている最中でござ

います。 

 しかし、防火水槽は先ほど田島議員がおっしいました財政的な７００万円という金額

と、あと防火水槽を細い路地に入れるというのはちょっと場所の確保ができないという

ようなこともございまして、非常に困難な状況であるというところでございます。今

後、関係機関と協議調整いたしまして、住民の皆様が安心して暮らせる町を目指しまし

て努力してまいりたいと思いますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げたいと思

います。 

 続きまして、道の駅の定義と、近隣の道の駅の運営状況、そしてその交通量というこ

とでございますが、まず定義といたしまして、道の駅は道路利用者のための休憩機能

と、道路利用者や地域住民のための情報発信機能、それと活力ある地域づくりを行うた

めの地域の連携機能の３つの機能を果たす施設として設置されておりまして、道の駅は

登録しなければ道の駅の称号をいただけないわけでございますが、道の駅の登録要件と

いたしましては、無料で利用できる十分な容量の駐車場と清潔なトイレが備わっている

こと、またそれらがバリアフリー化が図られていることや道路及び地域に関する情報を

提供する案内所または案内コーナーが備わっていることなどが要件となっております。

道路利用者の休憩施設としては駐車場とトイレがあり、駐車場の規模としては道路交通

量、立ち寄り率、ラッシュ率等と平均駐車時間をもとに算定されまして、２０台以上の

駐車台数が道の駅の認定要件となっているところでございます。 

 次に、トイレにつきましては男女合わせておおむね１０基以上の便器が必要とされて

おり、先ほども申し上げましたように２４時間使用であることが道の駅の認定条件とな

っておるところでございます。情報機能につきましては、道路情報及び近隣の道の駅の

情報、近隣地域まで含めた観光情報、緊急医療情報その他利用者の利便に寄与する情報

発信が内容となっております。 

 次に、近隣の道の駅の状況につきましては、道の駅は全国で８３０駅、近畿で９５駅
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の登録がございまして、大阪府では「ちはやあかさか」、それから「近つ飛鳥の里・太

子」「能勢（くりの郷）」「かなん」の４駅がございます。近くでは和歌山県岩出町の

「さくらの里」があります。これら近隣の運営状況につきましては、道の駅での年間売

上高が、生鮮食料品、それと加工品等の売り上げが約１億円から４億円、多少幅があり

ますが、ということでございます。ともに法人や協議会、第三セクター等に委託されま

して、健全な経営状況であるというふうに聞いております。 

 また、交通量につきましては、現在調査した段階では、平成１１年の交通量センサス

によりますと、１２時間交通量調査ではこれらの道の駅の関連道路の交通量は3,０００

台から9,０００台となっております。なお、本町における府道岬加太港線での昨年５月

の１２時間交通量調査では、役場前で7,５８２台、多奈川の津山医院前で6,７７７台と

いう結果になっております。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 田島議員。 

○田島議員 防火水槽につきましては、私どもの生命、身体、財産を当然守っていただか 

なければなりませんので、先ほど税の値上げについては私は賛成したものです。ですか

ら税は、増税については反対いたしません。しかし、この防火水槽については、部長、

この分については最後の質問になるんですけども、要望になるかわからんけども、１基

７００万要るか知らんけども、これから新興住宅地についてはやはりそういう整備をし

なくてはならないと、いろいろやっていただいてますけども、私が住んでる旧村の、本

当に屋根と屋根が軒と軒が重なってるところ、消防車が入りません。消火栓に頼らない

かんと。ということで、これからひとつ担当課におかれましてはやはり防火水槽を、年

１基つくるんか２基つくるんか知りませんけども、公平公正な立場でひとつ防火水槽の

設置をお願いをいたしまして、この防災についてはもう答弁は結構です。これはお願い

しておきます。 

 肝心なのはこの釣り公園、道の駅。これについては今部長が答弁いただいたんですけ

ど、近隣の運営状況から見たら健全な経営状態であると聞いておりますということです

ね。万が一不健全な経営状態があったとするなら、これはあってはならないことです

ね。そして、これはあるんかないんか、私なりにまた議員活動で調べますけども。 

 そして、交通量調査の件ですけども、やはり津山医院前ではだめと思うんですね。や

はりどこの民間でもお店をつくるときはお店の前を何台通ったかということを調べると
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思うんです。この点についても本当はそういう交通量調査のデータが欲しかったんです

けども、津山医院前の6,７０７台が加太まで行くと私は理解をいたしますので、本当に

これから税金を使っていろいろなことを運営するんで、ひとつ現地でのデータを出して

いただきたかったんですけど、それは私は信用しておきます。 

 そこで、再々質問の最後になるんですけども、部長に２点また質問するんですけど

も、最後に町長もひとつご答弁を約束していただきたいんですね。仮にできたとします

ね。めでたくオープンして、町の財政を潤すような道の駅と釣り公園、これは頑張って

もらわないかんのですけども、道の駅の管理ですね。そして海釣り公園の管理、こうい

うような形態はどういうような維持管理をされるのか。 

 そして、海釣り公園でしたらエサを売ったり何やするんですけども、道の駅となれば

当然何を売るんかということですね。岬町は自然で、いろんなものがあると思うんです

けども、先ほど１億、何億というような売り上げがあるだけの物産というんか物品があ

るんかと、こういうふうな点についてまず２点、担当部長からご答弁願いたいのと、町

長に１つお聞きしたい。お聞きするというよりも町長の決断ですな。決断を聞きたいと

思います。 

 ２点ございますので。委員長報告では当然、採算性は取れないことはないと言うたの

は、委員会で僕が傍聴した中で、これは恐らくあれですね。どの部分でしたかな、湯浅

でしたかな。あの第３のケースで２万1,０００人が年間来れば、２万2,０００人ですか

な、収支でとんとんより少しもうけますということで、採算性は取れないことはないと

言い切ったと思うんですが、これはあくまで地元のケースじゃなくして隣接の下津です

かな。ここの、２万2,０００人を入っていただいたら収支が約２００万ということで運

営できますと。ここでもし取れなかった場合、当然赤字になります。その場合、町長は

どうされますかということを第１点目、お聞きしたいのと。 

 そして、この釣り公園条例を可決したんですけども、中身については桟橋の引き渡し

が迫ってるので、急いで釣り公園条例を制定しなければならないという中身で議論した

と思うんですけども、過去府とのいろんな、この桟橋をもろてくれてとか売ってくれと

か、そういう約束があったんかなということです。ただ今回１億円、改造費で府からの

金額と思うんですけども、そういう約束があればご答弁、引き継ぎがあったら願いたい

んと、もうそんなんやったら、もう隣接の阪南市も採算性が取れへんし断念してるし、

うちもどうやろなあ、もうレールを敷いてあるけど、わしは乗りたないわ、そのレール
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というお考えがあるのか、これをひとつ町長、やっぱり住民の１万9,０００何がしの代

表ですから、私らは１５分の１の審査する方ですけど、町長は執行部やよって、この岬

町をどうするかという大事な方ですので、見直しの検討をする、何でもするにも勇気が

要るし、やめるのも勇気が要るわけですね。そこでひとつ町長には、もし採算が取れな

かったらどうしますかと。そして、見直しをする意思があるんですかと、この２点をご

答弁。もう私の最後の質問になりますので、まず部長から。 

○和田博之議長 松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 お答えさせていただきます。道の駅の管理と海釣り公園の管 

理をどうするのかという点と、道の駅でどんな物品を販売するのかという、この２点に

ついてご答弁させていただきます。 

 まず、本事業におきましては、道路管理者である大阪府が整備する駐車場部分と岬町

が整備する地域振興施設を、それぞれの役割分担で整備いたしまして、一体的な管理形

態による方式によって管理運営していきたいと考えております。 

 道の駅の大阪府の施設である駐車場やトイレの管理については、大阪府から一定の財

源を確保いたしまして、町の施設の維持管理につきましては、利用客の利用料金、利用

料金というのは海釣り公園の利用料金でございますが、その利用料金と物品販売による

収入をもってこの海釣り公園全体、道の駅も含めまして管理運営する指定管理者に管理

運営していただくように現在検討を進めているところでございます。 

 また、どんな物品を販売するのかということでございますが、道の駅、地域振興施設

での物品販売につきましては、当施設は海釣り公園との併設型ということになっており

ますので、全国で初めてであろうというこの海釣り公園と一体となった道の駅では、当

然海釣り用の釣り客と一般客の来場者が両方お見えになるということで、エサ、それか

ら釣り具、釣り関連グッズや、軽食や飲食等のものを提供させていただこうということ

が１点と、地元の特産品となる物品の販売を予定しておりまして、地元の特産品といた

しまして、岬町では深日焼という非常にすばらしい工芸品もございますが、今後商工会

とかＪＡ、漁業組合、婦人会、ＮＰＯ等の各種団体と協力・連携して、１年を通して地

元の産物や加工品などを販売していくように進めてまいりたいと考えております。 

 また、採算性につきましても、海釣り公園として構造形式が桟橋で立地も近い下津ピ

アーランドを参考に検討した結果、海釣り公園は健全経営により運営できるという一定

の方向性を見出すことができております。 
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 また、今後、道の駅につきましては海釣り公園と一体的な管理運営を行うことにより

まして、経費的に安価となるとともに、定期的なイベントの開催とかきめ細かい情報サ

ービスを提供するようにいたしまして、また海釣り公園におきましては漁礁の設置など

釣果の向上によるリピーターの確保など集客の向上に努めまして、健全経営が継続でき

るように進めてまいりたいと考えておりますので、ご理解、またご協力のほどよろしく

お願い申し上げます。 

○和田博之議長 石田町長。 

○石田町長 田島議員のご質問にお答えいたします。 

 まず１点目の採算が取れなかったときはどうするかと、赤字が出たときどうするかと

いうことなんですけども、たまたまこの間、海南市長の神出市長とお話しする機会があ

りまして、今下津も合併されて、どうですかという話が出たら、「ああ、何とかいけて

るで。とにかく市の一般財源からは出さんようにしてるねん」というお話でございまし

て、私もそのように考えております。ただいまのシミュレーションは２万人を超せばと

いう形でいっておりますから、単年度で万が一赤字が出ても、それをすぐに一般財源か

らの補てんということは考えなく、それは独立採算で黒字化していくようにという形で

考えております。 

 そしてまた、阪南さんとの問題ですけど、やはり構造が違いますので、うちの場合は

やはり二層構造にして、海面からも近いという形で、岬の方を残したということについ

ては問題がないと思っておりますし、また大阪府とのいろいろの引き継ぎで、いついつ

までに買い取るとかどうやという形の引き継ぎは、引き継ぎといいますか、前町長とは

お会いしていないまま私がここにおりますので、全くそういった引き継ぎはなく、現在

に至っております。 

 そしてまた、今後これを取りやめる気はないのかということでございますが、これは

地元の住民さんの強い要望があって進んできてる事業でございますし、その中の一部の

方が若干、こじれから今反対運動の形になってるようですけれども、これはやはり最初

皆さんが総意で地元に何かこの機会にという形で振興施設を持ってきてるものでござい

ますから、私はその辺、納得いくような説明をすればご理解いただき、そしてまた岬の

将来のためにもきっとすばらしい施設になると思っておりますので、現在取りやめると

いう見直す考えはございません。 

 以上でございます。 
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○和田博之議長 田島乾正君の質問が終わりました。 

 お諮りします。暫時休憩いたしたいと思います。ご異議ございませんか。 

              （「異議なし」の声あり） 

○和田博之議長 異議なしと認めます。暫時休憩することに決定いたしました。 

 休憩いたします。再開は３時４５分に再開いたします。よろしくお願いいします。 

              （午後３時３３分  休憩） 

 

              （午後３時４５分  再開） 

○和田博之議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 次に、福田 収君。 

○福田議員 議長のお許しをいただきましたので、私の一般質問を行わせていただきま 

す。 

 今回の質問は、観光振興、観光課長を民間より登用、観光協議会設置についてと、医

療費軽減につながるジェネリック医薬品の普及について質問いたします。 

 まず初めに、観光振興、観光課長と協議会設置についてお伺いします。 

 岬町は、関西電力及び四国淡路連絡の関連事業によって主に経済が支えられてまいり

ました。しかし、多奈川発電所の休止、航路の休廃止により大打撃を受け、地域産業の

振興策が急がれています。また、関西国際空港二期工事の土取り跡地利用も急がれると

ころです。こうした状況の中、未利用資源、文化・歴史遺産等を活用した地域振興策を

促進していかなくてはならない。過去に発表された第３次岬町総合計画、ネオルネッサ

ンスの中に、「自然を生かして、いきいき魅力ある魅力満載のまち」というビジョンが

記載されています。中でも観光・レクリエーションの中に観光振興についての位置づけ

が提起されています。それらの基本的な位置づけは、まちづくりの観点からすればます

ます重要な施策として位置づけされています。今、住民の求めている課題は、より具体

的で充実した対策の提起だと考えます。 

  そこで、まず町は、財政難の折、現状の未利用資源もしくは文化・観光資源を生かし

た観光振興策と将来展望をお聞かせください。 

 次に、とかく行政は縦割り行政と言われるとおり、観光行政についても観光振興は事

業部地域振興課、観光資源、文化・歴史遺産は教育委員会生涯学習課と部課が分かれ、

観光面で融合できていないのが現状です。そこで、その機構を補完し、行政の縦糸に対
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し横糸的な役割を果たし、充実した観光事業が敏速に実施できるよう、観光課長もしく

は観光大使を民間より登用することを提案します。これは私案ですが、身分はアルバイ

ト、報酬は月５万から１０万くらい、若干の活動費とそれに保険等もろもろの諸経費。 

 最後に、協議会設置の件ですが、町内外の観光事業、観光産業にかかわる団体、個

人、有識者、行政とで協議会を設置し、観光振興について検討していけば観光のまち岬

町が誕生するかもしれません。以上の事項についてお伺いします。 

 次に、医療費軽減につながるジェネリック医薬品の普及についてお伺いします。 

 最近、新聞紙上、テレビ等でよく目にするのがジェネリック医薬品の広告です。新聞

においては全面広告、テレビでは大物タレントを起用し、莫大な費用を使い、派手にＰ

Ｒを行っております。ジェネリック医薬品とは、新薬の特許期限が満了後、厚生労働省

の承諾を得て製造販売される薬です。同じ効き目でありながら薬の価格を低く抑えら

れ、患者個人の医療費負担を軽減するだけでなく、各自治体の医療費の削減に大きく貢

献できると期待されています。 

 最近では医療費の自己負担率がふえ、家計への影響が心配されています。しかし、ジ

ェネリック医薬品は有効性、安全性が確立している医薬品で、パテントが終了している

ため安価で、製造された新薬の半分以下のものもあり、患者個人の医療費負担を抑える

ことができます。製造面においても厳しい基準を超えて開発、製造、販売されているの

で安心です。既に欧米では、薬剤師が患者の同意の上で医師によって処方された医薬品

を、同一成分の他の名称の薬にかえられる代替調剤制度などが認められていることもあ

って、ジェネリック医薬品の普及率は医薬品全体の５０％以上のシェアを占めていま

す。日本ではこの４月より代替調剤が、医師の許可があれば認められると聞いておりま

す。このことにより大きく普及するきっかけになり、薬は患者が選択する時代になって

いくと考えます。当町においても積極的にＰＲし、処方箋を受けている患者に利用促進

すればいかがでしょうか。町、患者ともども医療費軽減になると考えますので、ぜひと

も制度の普及に努めていただきたい。 

 以上でこの場での私の質問は終わります。お答えのいかんによって、再質問は自席に

て行わせていただきます。 

○和田博之議長 ただいまの質問に対し、理事者の答弁を求めます。松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 福田議員の、観光課長ポストの新設と協議会の設置について 

ご答弁させていただきます。 

 73



 まず、観光振興策と将来展望についてでございますが、近年余暇時間の増加やライフ

スタイルの多様化などに伴いまして、景勝地に訪れることや歴史的建造物を見て回るな

どといった従来型の観光に加えまして、自然とふれあうことにより田植えや稲刈りなど

の農業体験をしたり陶芸やそば打ちなどに参加するなど、体験型や参加型の観光・レク

リエーションが求められるようになってきております。 

 本町における観光・レクリエーション資源には、大阪府で唯一の自然海浜保全地区に

指定されている小島海岸や長松海岸に加えまして、飯盛山を初めとする緑豊かな山々な

ど恵まれた自然環境資源が町内至るところに点在しております。また、淡輪ヨットハー

バー、青少年海洋センター、淡輪海水浴場などを中心とするせんなん里海公園やみさき

公園、２つのゴルフ場などのレクリエーション施設も充実しているところでございま

す。さらに、宇度墓古墳、西陵古墳や興善寺、理智院や金乗寺など歴史的資源や、各地

区で催される盆踊りや秋祭りなどの文化的資源などもあります。 

 今後は、住民、事業者、行政の協働によってこれらの観光・レクリエーション資源の

活用とネットワーク化による魅力づくりを一層進めるとともに、大阪都市圏に位置する

観光・レクリエーション地域としての魅力向上を図っていくことによりまして、本町の

観光の振興がより一層図れるものと考えております。 

 また、観光課長に、または観光大使を民間よりとのご提案につきましては、これも今

後の観光振興策の検討課題の大きな１つとして検討してまいりたいと考えております。 

 次に、観光についての協議会設置についてでございますが、これにつきましては、昨

年１２月以降、一部事業所ともこのような協議会を立ち上げてはどうかということで、

協議会の設置について協議を始めておりまして、１８年度には本格的に協議できる場を

持てるようにということで現在進めているところでございますので、よろしくご理解の

ほどお願い申し上げます。 

○和田博之議長 芦田住民福祉部長。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 私の方からは、福田議員のジェネリック医薬品の普 

及啓発についてのご質問にお答えしたいと思います。 

 ジェネリックの普及については、厚生労働省において関係規定の改正が行われ、処方

箋の様式を変更して、薬剤師が患者に後発医薬品について情報提供する際の診療報酬も

新たに定められ、いずれもことしの４月１日から施行することとし、後発医薬品普及に

向けての環境整備を進めているというふうに聞いております。また、国の方として、こ
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の後発医薬品の普及に向けてさまざまな方法を検討していくこととしているというふう

にも聞いております。そこで、岬町としましても、議員の本日のご指摘を踏まえて、大

阪府等と連携し、行政としての取り組み方法について、今後検討してまいりたいと考え

ております。 

 以上であります。 

○和田博之議長 福田 収議員。 

○福田議員 お答えありがとうございます。 

 先に観光課長の方ですけども、今検討しているということをちょっと聞いたんですけ

ども、今後、観光課長をなぜ置かないといけないかということで、やっぱり部と課、部

局ですか、これが分かれているということで、観光施策面と、その観光資源の有効活用

ということで今問いただしたんですけども、ちょっといま一つちゃんとした答えがいた

だけなかったように思いますので、観光振興と観光資源とのコラボレーションですね。

これを、部局が分かれてるんですけども、どうしていくのか、コラボレーションをどう

とっていくのか、この辺を再度確認の意味でもお聞きしたいと思います。 

 それと、協議会を立てる準備があったということを言われましたけども、そしたら１

８年度においてどういうふうにして協議会を進めていくのか、その辺のところもあわせ

て、再度お聞きします。 

 それと、ジェネリックの方ですけども、今おっしゃっていただいたので、大体の答え

はいただけたと思うんですけども、まだまだ、テレビ、新聞紙上であれだけ大きく取り

上げられているのに、ジェネリック医薬品という名前は聞いたことがあっても、何か製

薬会社の宣伝じゃないかと、もうパテントの切れた薬が安くなってる。私も製薬会社の

方に視察に行った折に担当の方に話ししたんです。「あのコマーシャルではイメージ広

告だけじゃないか。せめて薬価が半分になる、薬代が半分になるというＰＲを打ったら

もっともっと国民の皆さんが注意して見ていただけるんじゃないか。だったら自分が得

するんだったらみんながジェネリックを利用するように医者に逆に声をかけていくんじ

ゃないか」、そういうふうに思っています。だからもっともっと普及して、患者も得す

る、自治体も得する、そういうＰＲをすることによって、みんなにジェネリックとはど

ういうものか知っていただいて、こういうものを使っていただくということが先決にな

ってくると思います。 

 そこで、１つだけお聞きしたいんですけども、講習会とか講演会とか、こういうもの
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を機会があれば開けるかどうか、ちょっとわかりませんけど、私は開けると思うんです

けども、そういうものを積極的に開いていただいて、住民さんにもっともっと周知して

いただくと、そういう機会があるかどうか、そういうことはできるのかどうか、そうい

う面もあわせてお聞きしたいと思います。 

○和田博之議長 松永部長。 

○松永事業部長兼事業課長 お答えさせていただきます。 

 まず、観光振興と観光資源コラボレーションということでございますか、本町には、

先ほどもご答弁させていただきましたのですが、恵まれた自然環境資源と歴史遺産とい

うのがございまして、自然のみで終わらせない工夫が必要ではないかということでござ

います。自然と歴史遺産などの融合というのが一番大事ではないか。自然とふれあい、

環境を学び、また歴史を学ぶといった学習要素も兼ね備えた観光振興と観光資源のコラ

ボレーションという形が創造できればということで考えておりまして、またインターネ

ットの活用とか行政、各種団体、旅館、住民、関係交通機関等との連携と情報の共有を

充実させるとともに、観光ボランティアの育成等も行いまして、観光振興を図っていき

たいというふうに考えております。 

 協議会の立ち上げにつきましては、新年度の体制が４月１日に整うわけでございます

が、整い次第なるべく早い時期に町内の関係部局を初め関係する各事業所等に呼びかけ

まして、岬町が活性化するように協議をしていく組織を立ち上げたいと考えておりまし

て、この組織におきましては資源の活用、ＰＲの推進、住民参加の推進などということ

と、文化的観光資源を含むあらゆる観光資源の有効利用や観光振興策等について協議・

検討を行い、現在町内に点在している点と点を結んで線にいたしまして、線と線をつな

いで観光振興という面にするという発想を持ちまして、岬町の活性化と地域振興を図っ

てまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

○和田博之議長 芦田部長。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 お答えします。 

 このジェネリック医薬品については、２つの方向から議論を進めるべきだと思いま

す。１つは、先ほど福田議員がご指摘のように、患者が選択できるということについて

普及啓発を図るということが１つの側面であります。具体的には、福田議員はご存じだ

ろうと思いますけれども、この４月から様式が変わるということで、つまり医師の処方

箋の中でジェネリック医薬品でいいかどうかという欄が設けられて、患者と医師が同意
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すればそこのところにオーケーというマークをつければ薬局の方でそれと同程度の安価

なジェネリック医薬品が提供されるというシステムに変わるわけです。そういう意味か

らいくと、患者さんにその制度を知ってもらうということは非常に重要な面だと思いま

す。 

 もう１つは、このジェネリック医薬品を使う側といいますか、提供する側、つまり医

師の側の意識の問題だと思います。先ほど欧米の方で５０％がもうジェネリック医薬品

を使われてるというふうに言われましたけれども、日本ではまだ１６％程度だというふ

うに聞いております。それで、先日の２月の日本ジェネリック研究会の中でも議論にな

ったのが、依然として、これはある大学の病院ですけれども、成分は同じであるという

ふうに言いながらも、その後発品については、これは特許の関係があって先発品と同じ

ような添加物を使えないと、だから若干添加物について先発品と溶け方、あるいは吸収

率、それから副作用について差異があるというふうに聞いておるので、その大学の病院

としてはまだ採用しにくいような意見というのもこの場で披露されております。そうい

う意味からいって、医師の側のこの後発品、ジェネリック医薬品についての意識という

ものと、それと使用基準みたいなものが必要になるのではないかというふうに考えてお

ります。 

 これは大阪府ではありませんけれども、ある県の担当については、今後このジェネリ

ック医薬品についてパンフレットなどを通じて患者さんに啓発をしていきたいというよ

うな考えを持っているところもありますので、これは岬町の課題にとどまらず、国全体

として取り組んでいく課題だというふうに認識をしております。 

 当町といたしましては、大阪府の町村長会の担当、幹事会がございますので、そこで

議論を含めて、政府により一層の積極的な取り組みを要望するほか、大阪府としてどう

いうふうに普及に向けた啓発を、市町村、大阪府、どのような分担でやるのかというこ

とも共同で検討するように要望していく中で、議員ご指摘の具体的な講演会なり研修会

の活動についてもやっていくという方向が見えれば具体的に検討していくというふうに

考えております。 

 以上であります。 

○和田博之議長 福田議員。 

○福田議員 今ほとんどお答えいただいたのが、私の思っているところでございます。さ 

きに、観光課長についてもこれからやっていっていただくというふうにも聞こえました
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ので、ぜひとも一日でも早くやっていただけるようにお願いしたいと思います。 

 それと、協議会は、もう早急に立ち上がるというふうな感じを受けましたので、早急

に立ち上げていただいて、この財政難の折、何とか観光収入を上げられるよう、また来

町者というか、町に来ていただける方、交流人口がふえることによって商業者の活性

化、それとまたいろんな岬町をＰＲする機会が多くなってくると思います。そういうこ

とで町も努力していただきたいと思います。 

 それと、ジェネリック医薬品ですけれども、本当に今芦田部長がおっしゃれたよう

に、この４月から処方箋に簡単に医師の判こさえあれば、医師が直接出した薬よりも以

外の、薬局で同等品の薬であれば変えられると、この４月から制度が変わっていくわけ

ですね。欧米並みに一部なってくるわけですね。だから、患者としては非常に使いやす

くなってくるわけです。私も一部、血圧関係で病院にも行ってますけども、なかなかジ

ェネリックに変えてくれと、こういう質問をしていながら言いにくいわけですね。 

 これはある機関で発行している「ジェネリックに変えてほしい」という意思表示のカ

ードです。こういうものも今インターネットでも簡単に取ることができます。それと、

製薬会社なんかに送るとこういうふうにしてカードが送られてきます。そういうふうに

して、このカードを持って医師の前に差し出すだけで、理解のあるお医者さんだった

ら、また扱っている病院だったら簡単に変えてもらえるんですけども、こういうふうに

だんだんとジェネリック医薬品が少しずつ、今１６％日本では採用されてるということ

ですけども、本当にこれから率が上がっていくと思います。もう既に国立病院では非常

に多くの病院が、このジェネリックを使用している病院が多くなってきています。これ

から民間の病院にもどんどんと利用されることになってくると思いますので、機会ある

ごとにＰＲしていただくことをお願いして、私の質問を終わらせていただきます。 

○和田博之議長 福田 収君の質問が終わりました。 

 次に、鍛治末雄君。 

○鍛治議員 議長の許可を得ましたので、耐震対策と防災関連事項について質問させてい 

ただきます。 

 平成１６年１２月、防災について４度目の一般質問をさせていただきました。その

後、津波ハザードマップの案内板が７カ所設置され、引き続き岬町災害マップが各戸配

布されました。また、岬町婦人防火クラブ、孝子地区に次いで多奈川中地区も立ち上げ

られ、岬町多奈川保育所による幼年消防クラブが近々１団体ふえ、５団体になる予定と
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のこと、ますます住民の防災意識の高揚が見られ、喜ばしいことです。今回で５度目と

なりますが、防災質問となりますが、備えあれば憂いなしのことわざどおり、住民の

命、財産を守り、防災に強いまちづくりを目指す町の姿勢をただしたいと思います。 

 まず１、耐震対策。古い小学校、幼稚園。古い各小学校、幼稚園、保育所、岬町役

場、淡輪公民館、文化センターなどについて、２月度の国会で「学校耐震化の進捗状況

が、全国的に格差はあるが、学童の命を守るため耐震診断や耐震改修の徹底が急務であ

る。学校の耐震性確保は極めて重要で、耐震診断については年内に行い、その結果を公

表する」と言われております。岬町災害マップにおいて、緊急避難所として各学校、保

育所、予定されている重要な施設でもあります。各小学校、幼稚園、保育所、岬町役

場、淡輪公民館、文化センターについての耐震対策の計画、診断予定、予算確保、耐震

改修工事施工のスケジュールを明確に提示していただきたいと思います。 

 ２点目、淡輪望海坂山上にある配水池、貯水タンクです。本配水池は淡輪別所団地の

頭上にあり、安全性とともに常に威圧感を与えるタンクです。淡輪１６自治区では平成

１１年５月ごろより、貯水タンクの移設、安全保障、排水、美観、受像電波障害につい

て、岬町工事業者と再三再四にわたる申し入れと協議を重ねた結果、岬町より住民不安

を解消する安全見解をいただき、１６区全戸へ平成１４年６月８日付にて回覧されまし

た。しかしながら、残念なことに自治区からの申し出どおり履行されず、現在に至って

おります。 

 １、貯水タンクの保守点検を必要に応じ自治区代表者と実施し、結果を自治区長へ知

らせるとともに、点検の結果に異常があれば直ちに関係部署と協議し、適切な処置を講

じる。この件については、今まで１つの報告も連絡もなされていないということです。 

 ２点目、景観対策。植樹について、イヌマキ、シラカシ、ウバメガシ、サンゴジュの

高木常緑樹から選択し行うことになっているが、シラカシが植樹されたままで、管理さ

れていないため枯れたままである。法面の地盤強化にもなっていない。 

 ３点目、貯水タンクの塗装についてはいろいろあったが、今後塗りかえ時は塗装色に

ついて自治区と調整していただきたいという希望です。 

 ４点目、激震によりもしタンクが倒壊した場合、別所地区への被害はないという根拠

はどういう点にあるのですか。 

 ５点目、反対側にあります番川の上部にある現在使用されていないタンクはどうされ

るのか。 
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 以上について、２度目からの質問は自席にて行います。 

○和田博之議長 中口総務部長。 

○中口総務部長 鍛治議員の耐震対策についてということで、お答えいたします。 

 本町では阪神・淡路大震災を契機にいたしまして、岬町既存建築物耐震改修促進実施

計画を定めております。この計画では、地震による建築物の倒壊等の被害を未然に防止

し、人命や財産を保護するため、本町域における既存建築物の耐震性向上策といたしま

して、大阪府と連携しつつ、耐震診断、改修等を総合的、計画的に促進するための具体

的な内容を定めることを目的といたしまして、平成９年９月に策定したものでありま

す。この計画の期間といたしましては１０年間を想定し、計画的に実施することとして

おるところでございます。 

 この計画の基本的な考え方といたしまして、各小学校、幼稚園、各保育所、役場、本

庁舎、淡輪公民館、文化センター、青少年センター等の施設について、耐震診断、耐震

改修に順次取り組むことといたしています。特に岬町防災マップで指定されております

各小学校、保育所等を優先的に耐震改修することが必要であるというように認識してお

ります。そこで、各小学校においては、平成１５年に耐震１次診断を実施いたしまし

た。その１次診断結果を踏まえまして、現在２次診断を実施しておるところでございま

す。なお、平成１８年度は実施設計、平成１９年度には改修工事を行い、３年間で順次

耐震化を図ってまいりたいというように計画しております。 

 このように、この実施計画をもとに耐震診断を行ってまいりましたが、予算の関係も

ございまして、すべての施設で計画どおり実施できていないのが現状でございます。今

後は、４月の機構改革による組織体制の見直しと、国・府等からの各種補助制度を活用

いたしまして、必要な予算の確保を図るとともに、老朽化する公共施設に優先順位を設

けまして、耐震対策について再検討してまいりたいというように考えております。 

 以上です。 

○和田博之議長 末原上下水道部長。 

○末原上下水道部長兼水道課長 鍛治議員の質問のうち、望海坂の配水池等の件について 

お答えいたします。 

 まず、望海坂配水池に関する淡輪１６区自治区長の申し入れに対しまして、町は平成

１４年５月２３日付で自治区長に対して回答いたしております。 

 １点目の保守点検につきましては、回答書の中で、保守点検は町水道職員で実施し、
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点検の結果、異常等があれば地元区長に連絡するとともに、直ちに関係部署と協議し、

適切な処置を講じるとなっております。保守点検は町職員で実施いたしており、異常等

は発生しておりません。 

 ２点目の樹木の管理についてですが、地区から指定があり植樹しましたシラカシにつ

いては、確認したところ一部枯れております。しかし、景観に関しましては周りの雑木

の成長が早く、ある程度カバーできていると言えなくもありません。確かに樹木の根が

法面の保護に役立つまでにはまだまだ年数がかかるものと思われます。開発者と協議し

て対応していきたいと考えております。 

 ３点目の配水池の塗装については、建設当時地元から景観と調和するようにと申し入

れがあったところです。回答書でも地元と協議する旨回答しており、塗りかえ時には協

議していきたいと考えております。しかし、この配水池に関しましてはいろんな場所か

ら見えるわけでして、塗りかえに関しましてはどの範囲の方と協議を行っていくのかと

いう問題が残っております。また、色の好みは人によりさまざまでありまして、その対

応は非常に苦慮するものと思われます。 

 ４点目の配水池の強度についてですが、設計基準は直下型地震である兵庫県南部地震

における被災及び復旧状況から、１９９８年５月に日本水道協会から「水道用プレスト

レストコンクリートタンク設計指針及び解説」が発行され、これに基づいております。

想定されます地震は震度７を想定しております。また、地震時に地盤が滑り出さないか

も検討しており、地震時にも地盤は安定しているとの解析結果を得ております。岬町で

は、発生が危惧されております南海沖地震でも震度５強と想定されており、別所の方々

に被害が及ばないと思っております。 

 ５点目の別所西側の山中にある配水池の件ですが、使用していない施設については撤

去する必要があると考えております。しかし、現在の水道事業はとても厳しい財政状況

にあり、施設の設置場所等から考えられる撤去工事を実施しますと、現状では非常に困

難であると考えております。今後、財政状況を勘案しながら検討していきたいと考えて

おります。なお、この配水池については空の状態であり、安定な状況で管理されており

ます。 

 以上です。 

○和田博之議長 鍛治議員、 

○鍛治議員 まず、耐震の件ですけども、現在行っておられますのは体育館でありまし 
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て、これが完了予定が平成２５年、今からまだ８年先になります。そして、肝心な児童

が入っている教室についてはそれ以後ということになります。３地区になりますと棟数

もありまして、相当時間がかかるんじゃないかと思われます。 

 それで、３月２０日付の読売新聞に「耐震化率、市町村別に公表」ということで記事

が載っております。一部抜粋しますと「文部科学省は都道府県単位で発表してきた公立

小中学校の耐震化の取り組み状況について、ことし４月１日現在の調査から市町村分も

公表することを決めた。古い耐震基準で建設されているにもかかわらず、耐震診断さえ

受けていない校舎や体育館が４割を超えるなど、学校現場では地震への備えにおくれが

目立つ。設置者である市町村ごとに耐震化率や耐震診断実施率を明らかにすることで、

地域ぐるみの関心を高め、取り組みを加速させたい考えだ」という記事があります。 

 体育館につきましては平成２５年ということですけども、実際に児童が入って勉強し

ている棟になりますとまだまだ先であります。そういう前提で、今新聞発表のあれを読

みましたけれども、ちょっと当町ではおくれが目立ち過ぎるんじゃないかと。必ず来る

南海、東南海地震に備えまして、私の懸念はまだ手をつけてない各教室等ですね、それ

について実際に平成２５年以後になりますとますます老朽化してまいりますし、建てか

えた方が安いということにもなりますし、また少子化ということで、それだけのクラス

も教室も要らないかもわからないと。そういう点でまず耐震診断から始めて、大体の予

算をつかんで、その上で計画するのが、この大事な少子の人を守るために、そういう点

に立って検討すべきだと思うんです。先ほどの総務部長の回答の中では、平成９年に耐

震計画をやったが、今現在の状況が約７～８年おくれてるんじゃないかと思うんです。

そういうことをかんがみながら、この件については十分に検討していただきたいと思い

ます。 

 次は、望海坂のタンクの件ですけども、先ほど末原部長から話がありましたように、

１４年の５月２３日付で回答を町からいただいておりまして、その回答に基づいて今現

在やっておられても報告がないから、自治区の人はやっているのかどうかわからないと

いう不安があるんですね。皆さん方もよくご存じですが、やっぱりホウレンソウという

報告・連絡・相談という点でちょっと欠ける点があるんではないかと。１点目の、１年

に１回は点検するということですから、チェックリストがあると思うんです。それに基

づきましてチェックした結果、または地域の代表の人と一緒に行けば植樹の件もあわせ

て説明でき、またいろいろ意見交換もできながらスムーズにいくんではないかと。あと
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につきましては予算の関係とか色の問題など調整せなあかん点もありますので、あとの

問題はいいですけども、１、２点については何らかそういう書類等で報告できるように

回答していただきたいと思いますけど、いかがですか。 

○和田博之議長 笠間教育次長。 

○笠間教育次長兼給食センター所長 ただいまの鍛治議員の再質問に対しましてお答えい 

たしたいと思います。 

 各学校施設の体育館につきましてはご指摘のとおりでございます。総務部長の回答と

若干重複いたしますけれども、平成１５年度に３小学校の耐震１次診断を実施しており

ます。すべての小学校におきます耐震性に問題があるということで診断されておりま

す。そのために、先ほども言いましたけれども、平成１７年度、本年度から深日小学校

の体育館の耐震２次診断を実施しまして、３カ年かけまして、平成１８年度は実施設

計、１９年度には耐震補強工事を行いたいというふうに考えております。その後、引き

続きまして、１小学校３カ年かかっておりますので、順次多奈川小学校の体育館の耐震

計画を進めてまいりたいというふうに思っております。その次は、淡輪小学校につきま

しては体育室がありますのは特別教室棟になっております。それを、ちょっと年度なん

ですけれども、平成２３年度から２５年度にかけまして実施したいというふうに思って

おります。 

 議員ご指摘いただきました各学校施設の教室棟の耐震化計画でございますけれども、

先ほども、平成９年に岬町既存建築物耐震改修促進実施計画が立てられております。そ

れの見直しが行われますのが平成１９年度になると思います。その中で学校施設を、特

に言われております教室棟の施設を優先的に取り入れていただきますようにしまして、

子供たちの大切な命を守るために努力してまいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 末原上下水道部長。 

○末原上下水道部長兼水道課長 まず、配水池のチェックリストですけども、これについ 

ては回答書の中で、異常があれば自治区の方にお見せして、そして立会いのもとに協議

していくとなっておりますが、チェックリストの方は町の方で保管しておりますので、

これをまた公表するような形で対処していきたいと思っております。それと、樹木の件

については早急に対処していきたいと考えております。 

 以上です。 
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○和田博之議長 鍛治議員。 

○鍛治議員 まず、耐震の件ですが、先ほども申し上げましたように大がかりな予算も必 

要だと思いますし、時間もかかりますので、１９年度中に計画を出してもらえるんです

かな、先ほどの答えは。それはすべて最終の行程までの答えですな、計画。まあ、いい

です。そういう書類で、今すぐどうのこうの言いませんので、できましたら１８年度末

までぐらいには出していただきたいと要望します。 

 タンクの件は、もう部長もよく心得ておられますので、あと地元の人を安心させる意

味でチェックリスト、書類で報告ということはありませんけども、せっかく行かれてチ

ェックされてますから、その報告書をもって自治区長さんに説明されたらなお安心され

ますので、それを要望しておきます。 

 以上です。 

○和田博之議長 鍛治末雄議員の質問が終わりました。 

 理事者の方に再度申し入れしておきたいと思います。議員の質問、答弁は１時間でご

ざいますから、答弁も含めて１時間でございますから、簡潔な答弁をよろしくお願いし

ます。 

 次に、中原 晶君。 

○中原議員 日本共産党の中原 晶です。私は、住民の暮らしを守り、住民の願いを代弁 

するという立場で質問を行います。 

 まず初めに、町長の町政運営について質問します。 

 先般、町長の町政運営方針が出され、その中で町長は「小さくて効率的な政府」、

「官から民へ」という政府の路線に触れました。行政は民主的かつ効率的であるべきで

あり、住民から見てむだな事業や人件費を整理するのは当然です。しかし、小さな政府

を実現するには、本来行政の責任で行っていた事業を民間に移行することと一体でしか

実現はできず、福祉や教育といった住民サービスを切り捨てる結果となります。 

 日本の公務員は、日本の人口と比べて諸外国より少なく、この面では既に小さな政府

となっています。この上、やみくもに公務員を減らすことは住民サービスを低下させ、

住民の福祉を増進させるという地方自治体本来の仕事ができなくなります。例えば、岬

町の保育所でいえば、すべてのクラス担任が正職員で賄われていないというのが現状で

あります。政府の言う小さな政府の路線では、住民の命や安全に責任を負うという地方

自治体の本来の役割を果たすことができないのではないでしょうか。 
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 また、「官から民へ」という路線では、本来行政の責任で行う事業まで民間に丸投げ

することになります。民間の経営とは利益第一であることは言うまでもありません。住

民の暮らしがもうけの対象になり、サービスの質の低下や利用者負担の増大をもたらす

ことは明白です。学校給食を民間委託した自治体の中では、レトルト食品を使うという

ことで問題になっているところもあります。今ほど住民の暮らしを守る地方自治体本来

の役割が求められているときはありません。小さくて効率的な政府、「官から民へ」で

は住民の命や安全、暮らしを守ることはできません。福祉や教育、医療など、お金がか

かって、もうけにはならないけれども、必要という仕事をするのが行政ではありません

か。町長ご自身はこの路線について、どういった立場で町政運営をお考えなのか。政府

追従の町政を進めるのか住民本位の町政を進めるのか、見解を求めます。 

 さらに、自治体経営について、「経営感覚だけが先行し、採算の取れない事業はすべ

て行わないという姿勢はとるべきではない」とも述べておられますが、実際には公民館

や保育所、幼稚園の民間委託まで検討しているのではありませんか。公民館は社会教育

法の中で、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とすると明記されて

います。特に岬町においては、図書館が設置されていないことから、学術や文化などの

面でのおくれを懸念する声が多くの住民の方から寄せられており、そういった面からも

公民館の果たしてきた役割は非常に大きいと言えます。また、幼稚園や保育所の民間委

託の弊害は、先ほども一部述べたとおりで、利潤第一主義のもとで子供たちの命や成長

がないがしろにされるのは明らかです。未来を担う子供たちの命や成長に行政が責任を

持たず、コスト削減の対象にするというのはもってのほかではないでしょうか。施設に

よっては指定管理者の管理のもとでも、本来のその施設の設置目的が達成できるものも

考えられると思います。また、民間委託によりコストの削減を図ることも、現在の財政

状況の中では必要であると考えます。しかし、教育や福祉の事業は行政が責任を持って

行うことが当たり前の事業で、そこに経営感覚を持ち込むことは地方自治体としての責

任を投げ捨てるに等しい行為ではないでしょうか。見解を求めます。 

 次に、福祉行政について質問します。 

 来年度は介護保険の３年に一度の見直しの時期に当たり、この４月から介護保険制度

が大きく変わります。まず初めに、岬町の介護保険の事業における考え方について確認

します。 

 先日、３月１２日の朝日新聞に介護保険の特集記事がありました。厚生労働省は「自
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分でやれることまでヘルパーに頼る」と、さも利用者がむだ遣いしているかのような発

言をし、軽度の利用者のサービス利用を抑制しようとしています。しかし、軽度の利用

者がサービスを利用することで重度化の防止につながっているのは事実です。厚生労働

省の発言は介護の社会化という本来の目的を投げ捨てるものと考えますが、岬町も同じ

立場で福祉行政を進めているんですか、見解を求めます。 

 事業内容についても新たな取り組みが始まりますが、１つの大きな問題は介護保険料

の改定です。岬町では６５歳以上の１号保険者の保険料の基準額が、１月3,７６２円か

ら5,５２９円と２倍近い値上げになり、大阪府下トップの額になっています。この金額

には驚きと不安の声が寄せられています。厚生労働省は激変緩和措置を設けるように指

導しており、岬町でも導入する予定ですが、これは今回の税制改定による影響だけを対

象にしたものである上に、２年間という期限つきで抜本的な対策とは言いがたいもので

す。 

 ６５歳以上の老年者税制改定により、これまで住民税非課税だった方が、収入は変わ

らないのに課税対象者になり、国保料を初めとした医療、介護など社会保障の負担が雪

だるま式に膨れ上がり、負担の限界を超えるというのが現状です。介護保険料が高く、

この上サービスの利用料まで支払えないといったことから、サービスを抑制し、介護度

が重度化することも考えられます。これまで受けてきたサービスを継続できるよう、実

態をつかみながら必要な対策を講じるよう強く求めます。 

 他の行政区ではさまざまな軽減措置を検討しています。京都市や神戸市、北九州市で

は保険料の段階区分を９段階まで拡大し、基準額を低く抑える努力をしています。ま

た、他の自治体でも、低所得層を対象に段階区分の引き下げを検討しています。これら

の自治体では高齢者の生活水準や生活実態を考慮し、たとえ１００円でも保険料を低く

抑えようと努力と検討を重ねています。国や府に公費負担の増額や減免制度の新設を求

めるとともに、町独自での減免制度の新設をする努力をすべきです。見解を求めます。 

 同時に、高齢者の自立の問題は、生きがいや社会参加とあわせて政策化するべきであ

り、費用という一面からのみとらえるべきではありません。高齢者の自立と豊かな生活

を保障する責任を誠実に果たすべきと考えます。この点での岬町での高齢者福祉施策を

簡潔にお示しください。 

 また、障害者自立支援法が成立し、４月１日から実施されます。岬町でもその具体化

が進められていますが、実際の負担額が幾らになるのか。工賃よりも高い利用料を払わ
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なくてはならない、定率１割の利用料の上に食事代や交通費など毎月何万円も支払わな

くてはならない。「障害者に死ねと言うようなものだ」と障害者と家族から不安と怒り

の声を耳にしています。 

 この支援法は身体、知的、精神の３障害に対する福祉サービスの提供の一元化など、

関係者の声を反映した部分もありますが、その前進面を打ち消して余りあるほどの問題

点が含まれており、とても障害者の自立支援とは言えない内容です。これまでの障害者

福祉サービスは収入に応じて負担するという応能負担で、ほとんどのサービスを無料も

しくは廉価で利用できていたのが、自立支援法では利用したサービス量に応じて負担す

るという応益負担となります。障害者が人間として当たり前の生活を送るために必要な

支援を益とみなして負担を課すという応益負担は、憲法や福祉の理念に反します。障害

が重い人ほど負担が重くなり、負担に耐えられない障害者はサービスを受けられなくな

る事態が起きることは目に見えています。自治体には憲法２５条が保障する障害者が人

間らしく生きる権利を守る責任があります。 

 横浜市や京都市を初め、京都府、東京都でも独自の軽減措置を行います。東京２３区

ではほかの区におくれないようにと競い合うようにして独自の助成を検討しています。

障害者の家族から「町が何とか少しでも負担を軽減してくれたら」と、切実な願いを聞

いています。大阪府に独自の減免制度の新設を求めるとともに、住民福祉の機関とし

て、実態をつかみながら改善策を追求するべきと考えます。見解を求めます。 

 また、実際の利用に当たっては障害程度区分の認定審査を受けなければなりません。

障害を持つ人の生活状況や支援ニーズを正しく把握することが大前提ですが、そのため

の体制はどう整えられているのでしょうか、答弁を求めます。 

 次に、文教行政について質問します。 

 まずは、学力等実態調査についてです。大阪府教育委員会は今春に、府内すべての小

学校６年生と中学校３年生を対象に学力等実態調査を実施するとのことで、岬町の小中

学校でも実施されると聞いています。学力実態調査は１９６０年代に始まり、競争や序

列、カンニングなどが問題になり、６年間で廃止されています。岬町としてはどういっ

た目的で今回の調査のをるのか、見解を求めます。 

 さらに、今回の調査なるものが、実は学力調査の名に値しない重大な問題があること

が明らかになってきました。それは、大阪府教育委員会から関係市町教育委員会に「同

和問題の解決に向けた実態把握（大阪府学力等実態調査を活用した実態把握）につい
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て」という依頼文書をひそかに発し、旧同和校の管理職に住所データを収集するよう求

め、その中から旧同和地区に住む子供、保護者を大阪府が秘密裏に特定して、比較調査

を実施しようという点です。２００２年３月末で法が失効し、同和地区は法的には存在

しなくなっているにもかかわらず、今回の調査を比較検討のための調査に置きかえられ

ているのです。ここには何点かの重大な問題点があります。 

 まず第１は、調査を受ける子供や保護者のテストの結果のみならず、生活実態や保護

者の意識調査のデータを含む重大な個人情報を本人の同意なしに勝手に集められるとい

う点です。これは個人情報保護法に違反するものではありませんか。個人情報保護法で

は、法令の定める事務以外には本人に通知し、本人の同意を得るということが明記され

ています。岬町の個人保護審議会で許可されたとしても、町の審議会は超法規的なもの

ではないことは言うまでもなく、このような秘密調査に協力することは重大な人権侵害

であります。見解を求めます。 

 第２は、行政がみずから新たに同和地区住民づくりを行い、差別をつくり出すことに

なるという問題です。先ほども申しましたとおり、法的には同和地区が存在しなくなっ

ています。これは行政が住民を生まれや住所で特別扱いしてはならないということを意

味しています。ところが、大阪府の人権室が旧同和地区の地名総鑑とも言える住所デー

タを保管していまして、今回の調査によって旧同和地区とそれ以外の地区に住む住民と

に線を引くことになります。これは行政みずからが差別をつくり出すことにつながるの

ではありませんか。法の下の平等を規定している憲法１４条に明らかに違反するもので

す。見解を求めます。 

 今、教育行政に求められているのは、すべての子供たちに憲法や教育基本法に基づい

た行き届いた教育を保障することです。今回の調査の実施については、大阪府の教育委

員会からの依頼であって、実施については各教育委員会が主体的に判断する事柄と、大

阪府の教育委員会も認めています。この調査にさきに述べた目的があるにもかかわらず

実施するのだとしたら、どのような主体的判断をされたのか、見解を求めます。 

 次に、多奈川小学校の低学年用の遊具の設置について質問します。多奈川小学校で

は、数年前の遊具の調査で危険と判断された低学年用の遊具が撤去され、現在に至って

も設置の具体的検討もされていません。この間、低学年の児童が遊具でエネルギーを発

散できないこともあり、けんかが大変ふえていると聞いています。行政の役割と責任に

おいて、低学年用の遊具を早期に設置するべきと考えますが、その必要性の認識と設置
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計画について答弁を求めます。 

 次に、小学校の少人数学級を高学年まで拡大することについて質問します。大阪府は

これまで１年生は３８人学級、２年生は４０人学級としており、ようやく来年度から１

年生は３５人、２年生３８人、３年生以上は４０人学級、そして再来年からは１、２年

生はともに３５人学級にするという方針を出しました。 

 岬町では府の施策に先取りして、今年度、小学校の３５人学級を２年生まで拡大して

います。深日小学校の現在２年生は１年生のときは１クラスだったのが、今年度２年生

で２クラスになり、児童にも保護者にも喜ばれており、大変評価できます。先生を１人

増員して配置するには大変なご苦労があったことと思いますが、児童や保護者に喜ばれ

ることでその苦労も報われたことではないでしょうか。そういった前進面を築いてきた

のに、現２年生は３年生になって、また１クラスに戻ってしまいます。進級に当たって

また１クラスに戻るのかと、児童も保護者も大変残念だとの声を耳にしています。 

 少人数学級は強い要望であり、その効果も既に実証済みです。欧米では１学級の基準

は２０人、３０人が当たり前ですし、世界でも学力世界一で注目を集めるフィンランド

が２４人以下など、少人数学級は当然の世界の流れです。日本でも２５人、３０人学級

を実施した自治体で、学習面や人間的成長の面から教育効果があるという結果が出てい

ます。不登校などの児童に対するきめ細かな対応が今後さらに求められる中で、少人数

学級の高学年までの早期実現は緊急かつ重要な課題です。本来、少人数学級を高学年ま

で拡大するべきと考えますが、深日小学校の２年生までの３５人学級をせめて、財政的

に厳しいのであればせめてあと１学年だけでも拡大するべきではないでしょうか。少人

数学級拡大の必要性の認識と、その計画について見解を求めます。 

 次に、岬町集中改革プランについて質問します。この質問については奥野議員からも

質問がありまして、重なる部分もありますが、少し角度が変わっている部分もあります

ので、引き続いて質問させていただきます。 

 まず、パブリック・コメントについてですが、パブリック・コメントの数とその内容

について、簡潔にお示しください。 

 今回のプランに対する住民の意見を聞くとのことで、インターネット上や公共施設で

プランを公開していましたが、その期間は２月の１日から２月の２０日まででした。内

容についても行政用語が多く、住民にとっては難解なもので、今後の岬町の方向性を示

す大切なものであると同時に、住民生活にかかわりの深い事柄であるにもかかわらず、
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パブリック・コメントの期間は２０日間という大変短い期間で、本気で住民への説明責

任を果たそうという姿勢はみじんも感じられません。今回の手法で住民への説明責任が

十分果たせたと考えているのか、また、今後の改善策を具体的に示すように求めます。 

 この点については先ほど中口総務部長が、説明する機会を設ける必要があると、奥野

議員の質問に対してお答えいただいているんですけれども、改善策を具体的にお考えで

したらお示しいただきたいと思います。その点と、その説明責任が果たせたと考えてい

るのかという点について、はっきりとお答えください。 

 さらに、今回のプランでは、行政のスリム化と住民への新たな負担増が目立ちます。

改革というのは本来すばらしいものであるべきが、住民サービスのカットばかりが並ん

でおり、住民生活や福祉、教育の質の向上など、建設的な考え方は見当たりません。余

りにもお粗末な改革ではないでしょうか。定率減税が半減され、切り詰めた生活を強い

られている住民の実態を無視して、家庭ごみ処理の有料化や保育料の値上げ、淡輪幼稚

園の授業料の値上げ、入園料の徴収など、生活に密着したものや子育て家庭への負担増

を押しつけて、住民いじめではないかとの批判の声を耳にしています。 

 特に子育て家庭については、町としても子育て支援課の設置や地域子育て支援センタ

ーの設立を計画し、子育て支援に力を入れようとしているときに、その一方で子育て家

庭への負担を拡大するようではとても子育て支援とは言えないと考えます。これらの問

題で住民福祉部と教育委員会の姿勢を改めて確認したいと思います。具体的な進捗状況

等についてはこの場ではご答弁は結構ですので、改めて地方自治体の職員として住民の

生活を守るという立場に立つのか、財政難を理由に住民サービスを切り捨てるのか、ど

ちらの立場に立つのか、答弁を求めます。 

 住民の福祉を増進させるという本来の地方自治体としての役割を果たすべきであるこ

とを強調して、私の質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

○和田博之議長 本日の会議時間は、議事の都合により、審議の途中でございますが、こ 

の際延長したいと思います。 

 ただいまの質問に対し、理事者の答弁を求めます。石田町長。 

○石田町長 中原議員のご質問にお答えいたします。 

 小さな政府という部分で、すべてがすべてを民間へという考えはもちろん持っており

ません。その小さな政府という言葉の中には、まず我々がしなければいけない公共サー

ビス、どれが本当に行政がすべきなのか、あるいは本来住民の皆さんがやるべきことは
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ないのか、それが果たして何なのか、あるいはまたこの部分は民間でお任せできるんで

はないかなと、そういった判断をきっちりしていく必要がある。その中で我々が最低限

どれだけのことを公共としてやらねばならないかという判断をする必要があると考えて

おります。その中で、すべてがすべて経営感覚を持ってコスト的に考えることはないと

いうことを、あえて施政方針の中で述べさせていただいたということでございます。 

 そしてまた、保育所、幼稚園での民営化あるいは給食センターの民営化、これらも

我々としてはいろいろ検討は重ねる必要があると思います。その検討を重ねた結果、議

員おっしゃるように、民間ではだめだ、やはり公ですべきだという結論に達すればそう

すべきであるし、その結論を出すまでに、検討しないで私は結論は出せないと思ってお

ります。 

 そしてまた、我々がこういったことをいろいろやっていく中では、やはり必要なのは

まず歳入でございます。その中で我々は皆さんに公平に税をかけさせていただき、すべ

てから徴収していくという考えのもとで徴収活動もしてるんですけども、１６年度にお

きましては９２％程度、これはただし現年度はかなりの、９８％近くの徴収を誇ってい

ますが、ただ滞納者が多い。その分を我々は一生懸命取りに行っております。先ほど議

員がご指摘のように、我々はサラリーマンローンか何かの取り立て屋みたいな形にご指

摘がありましたけども、決してそうじゃなく、払わない人から取るのは、当然払ってい

ただかなくてはいけないと思っておりますので、また現在税務課長、吉田が担当してお

りますが、この人物でございます。そんなに寝てる病人のふとんを引っぱがすようなこ

とは決していたしませんので、ご安心いただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 芦田住民福祉部長。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 福祉行政についてのご質問、多岐にわたっておりま 

す。簡潔にお答えしていきたいと思います。 

 まず、介護保険事業についての、軽度利用者の利用を抑制するように今回の事業改正

が図られているというふうにご指摘がありました。これは軽度の方の介護保険の利用に

よって、確かに中には軽度の方がそれ以上に進まないという方ももちろんおられます。

ただ、全国的に見ますとはっきりしているのは、介護度１、２の方のそれ以上に介護度

が進むパーセンテージが、３、４、５の方よりも多いという結果が出ております。これ

は島根県か何かの調査データでも出ておりますし、それが本当かな、それは１県だけの
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ことかなと思って、岬町でも平成１２年から１５年ぐらいの２カ年か３カ年にわたって

の状況を調べたところ、確かに軽度の方の悪化の率は高かったというデータが出まし

た。 

 つまり、介護保険のそれまでの、現在のサービス状況では悪化がとめられないという

実態に対して、どのようにサービス内容を変えていくのかと、いこうとしているのかと

いうのが、今回の新しい制度でございます。それで、介護度１の方を要支援２と介護度

１に分けました。それで、今まで要支援だった方を要支援１と名づけて、要支援１、２

の方については、筋力トレーニングあるいは栄養指導等によってできるだけ普通の生活

に戻れるような、そういうようなサービスを提供していこうという考え方に基づいてお

ります。 

 それから、２点目の保険料の問題ですけれども、町独自の減免制度についてですけれ

ども、新しい制度になりまして、我々としては現在の減免制度については役割は終えた

というふうに認識しております。ただ、現在適用している減免制度につきましても、年

度の途中において保険料の制度、体系について、やはり問題のある人々がいるというこ

とで、途中から制度を立ち上げた経過もございますので、今後とも研究、検討は続けて

いきたいというふうに考えております。 

 それから、障害者自立支援法の負担軽減措置についても同様でございまして、確かに

応能から応益へという負担の原則が、これは理念的な問題ということで、かなり国の方

でも論議があったというふうに承知しております。また、障害者の当事者団体について

も、今回の障害者自立支援法の施行については意見が分かれているというふうなことも

聞いております。ただ、現実的にその障害者自立支援法が国の方で通過をしまして、具

体的な施行になったわけでございますから、我々としてはその法の範囲内でやらざるを

得ないということであります。 

 ただ、負担軽減措置について各自治体等でいろいろな措置がやられているという話で

すけれども、この件につきましても我々としても現在の厳しい財政事情の中で、この利

用料の１割負担について、さらに町が負担するということは非常に困難であるというふ

うには考えていますけれども、研究はさらに続けていきたいというふうに認識しており

ます。 

 それから、認定区分の体制につきましては、町の職員が１軒１軒、対象者の方の自宅

を訪問しまして、そして調査をするという体制で今現在準備をしているところでありま
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す。 

 それから、集中改革プランの子育て家庭への支援の問題で、基本的な姿勢ということ

ですけども、子育て家庭への支援については行政としてのどのようなサポートができる

のかというメニューをこれから検討していくということの段階で、子育て支援センター

の設立なりを現在考えているところであります。ただ、この子育て家庭への支援が、受

益者負担というものとなじまないのかということになると話は別であるというふうに考

えております。受益者負担については適正な受益者負担を取って、その中で子育て家庭

への支援をやっていくというのが基本的な姿勢でございます。 

 以上です。 

○和田博之議長 田中教育長。 

○田中教育長 文教行政について、３点の質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の学力調査の実施についてでございますが、平成１８年度、大阪府教育

委員会では、府下すべての小学校の６年生と中学校の３年生を対象に、学力調査とし

て、小学校は国語、算数、中学校は国語、数学、英語の教科と生活に関する調査を、ま

た保護者へのアンケート、学校長による学校調査を実施することとなっております。 

 調査の趣旨につきましては、府内の公立小学校における児童・生徒の学力及び生活の

実態や指導上の課題について調査研究し、府の教育施策の改善に資するものでございま

す。 

 市町村教育委員会は本調査を活用いたしまして、域内の学校実態や課題を把握するよ

う努めるとともに、各学校においては調査結果を分析しまして、指導上の工夫、改善に

活用するということでございます。岬町教育委員会といたしましても、基礎、基本の学

力向上は教育方針の１つの柱としておりまして、本調査の結果を学校における授業改善

に役立てるとともに、教育施設の改善に役立てたいと考えておりますので、大阪府教育

委員会に対しまして全面的に協力してまいりたいと考えております。 

 議員ご指摘の住所データの収集についてでございますが、大阪府教育委員会では、地

対財特法失効後の同和問題の解決に向けた取り組みについて、平成１３年度の大阪府同

和対策審議会答申で示されました課題が一般施策の中でどのように推移しているか、効

果検証をし、今後同和問題の解決に向けた適切かつ効果的な取り組みを進めていく必要

があるとの認識から、義務教育段階における学力実態を把握するとともに、学力と児

童・生徒の意識や家庭生活状況、保護者の子育て観、学校のいろいろの取り組み等を関
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連を把握いたしまして、一般施策への効果を検証して、今後どのような取り組みを進め

ていくべきなのかを明らかにすることを目的としております。 

 したがって、本調査を活用して、平成１２年度に実施しました同和問題の解決に向け

た実態調査の対象校について、すべての児童・生徒の住所データを収集いたしまして分

析するということになっております。大阪府教育委員会では個人情報の中でもセンシテ

ィブの情報に当たることから、府の条例に照らして個人情報保護審査会に諮問し、答申

をいただいております。本町におきましても個人情報保護の観点から、岬町個人情報保

護条例に照らしまして個人情報保護審査会へ諮問をいたしております。答申を今現在待

っているところでございます。 

 また、これら府が保有する市町村別、学校別のデータや分析結果につきましては、市

町村間や学校間の序列化や過度の競争につながることのないように、市町村ごとや学校

ごとの公表は行わない方針でございます。本町におきましても、同和問題は早急に解決

すべきものであると考えておりまして、府教育委員会が行います今回の趣旨、方針に従

いまして実施してまいりますので、ご理解いただきますようお願い申し上げます。 

 続きまして、２点目の多奈川小学校の低学年用遊具の設置の必要性の認識ということ

でございますが、設置の計画についてお答えいたします。 

 多奈川小学校の遊具につきましては、平成１６年４月の高槻市の府住宅供給公社公園

の回転式遊具における事故を受けまして、遊具の安全点検を行いまして、危険な遊具に

つきましては撤去を行ったところでございます。 

 議員ご指摘の多奈川小学校の低学年遊具設置の必要性の認識と設置の計画についてで

ございますが、遊びの中で遊具の果たす役割は大きいと思います。子供にとって魅力的

であるばかりか、体力の増強、平衡感覚の発達、危機回避能力を身につけるなど、子供

の成長に役立つものでございまして、子供たちの体力づくりには必要だと認識しており

ます。現在は子供たちが既存の鉄棒や上り棒などで、自分たち自身が工夫して遊んでお

ります。また、設置の計画についてでございますが、遊具の整備に当たっては補助事業

もございません。現在の本町の財政状況からは非常に難しい状況でございますが、財源

の確保に努めながら、またＰＴＡの協力も得ながら設置に向けて検討してまいりたいと

考えております。 

 続きまして、３点目の小学校の３５人学級の高学年までの拡大の必要性の認識と計画

についてお答えいたします。 
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 １学級の児童は、平成１４年３月、文部科学省省令第１４号によりまして、小学校設

置基準第４条で４０人以下とすると定められております。また、中教審、中央教育審議

会が平成１７年１０月、「新しい時代の義務教育を創造する」の答申の中で「４０人学

級を下回る学級編制が自由に選択できる制度とする必要がある」と提言されておりま

す。そして、大阪府においては平成１７年度は、小学校１年生及び２年生はともに３８

人学級、平成１８年度は小学校１年生が３５人学級、２年生が３８人学級、平成１９年

度からは小学校１年生、２年生ともに３５人学級の運用が実施されます。このようなこ

とを踏まえまして、本町におきましては、先生も先ほど申していただきましたが、１７

年度からは低学年１年生、２年生の３５人学級編制を町単費の予算で実施したところで

ございます。 

 議員ご指摘の３５人学級の高学年までの拡大の必要性の認識と計画につきましては、

平成１８年の児童数から算出いたしますと、全小学校でおおむね３５人以下のクラスと

なっております。それを上回る学年は、淡輪小学校の４年生の３８人学級の２クラス、

それから深日小学校の３年生の３７人の１クラスでございます。現状においては国及び

大阪府の基準を下回っておりまして、クラスの運営につきましても支障はございません

が、議員ご指摘の３５人学級の実現に向けては今後大阪府へ要望してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 中口総務部長。 

○中口総務部長 中原議員の、パブリック・コメントの実施形態と実施期間についてとい 

うことでお答えします。 

 パブリック・コメントは、国を初め多くの市町村で制度化されておるという状況が生

まれてきております。我が岬町におきましてもパブリック・コメント手続要綱を制定し

まして、平成１７年４月からパブリック・コメント制度を実施しております。これま

で、ご指摘の件であります集中改革プランを初め３件の案件につきましてパブリック・

コメントを実施してまいりました。 

 その３件のうち、まず第１点目が岬町情報公開条例の一部改正、２点目が岬町集中改

革プラン、３点目が岬町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の３件でございま

す。２月号の岬だよりや町のホームページでパブリック・コメント実施の記事を掲載

し、２月１日から２０日までの２０日間、本庁情報公開コーナーを初め、淡輪公民館、
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文化センター、保健センター、健康ふれあいセンターで計画案の縦覧を行うとともに、

町のホームページに計画案を公表いたしまして、公表した結果、１名の方から１１分野

にわたって意見をいただいたところでございます。今後、その提案された意見につきま

して検討を加えてまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

 このパブリック・コメント制度は、制度の趣旨からいいますと、計画づくりの段階か

ら住民の皆さんに情報を提供しつつ、広く意見を聞き、それらを計画づくりに反映する

とともに住民の皆さんの説明責任を果たすことも目的としており、同制度は説明責任を

果たすべき一手段としては有効な手段であると考えておりますが、今年度から始めた制

度でございまして、まだまだ制度になじまないため提案意見数が少ないんではないかと

いうように課題として考えております。 

 今後、税条例の改正とかを含めまして、今後住民との対話といいますか住民への説明

のために、さきに奥野議員にも答弁させていただいたように、今後その手法についてさ

らなる検討を進め、過去に合併問題のときに住民説明会を各地区で行ったところでござ

いますが、それも１つの参考としまして説明会等を進めてまいりたいというように考え

ております。 

 以上です。 

○中原議員 済みません。答弁漏れです。 

○和田博之議長 何が漏れていましたか。 

○中原議員 教育と福祉で、私が一番最後に言ったどういう立場に立つのかというところ 

についてお答えいただいてないと思いますが、いかがですか。 

○和田博之議長 住民福祉部長。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 先に答えたと思います。 

○中原議員 あれがお答えですね。 

○和田博之議長 教育長の方は、その答えは。どういう立場に立つかということで。 

○田中教育長 質問でございましたが、財政を優先するのか住民を優先するのかというこ 

とですね。非常に財政は逼迫して苦しい状況にあるわけでございますが、我々公務員と

いたしましては、やはり住民の立場に立って行政を進めるというように考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 中原議員。 
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○中原議員 ご答弁いろいろとありがとうございます。最後に教育長から我々はやはり、 

財政厳しいけども、住民の立場に立ってと非常に力強いご答弁をいただきまして、うれ

しく思います。 

 いろいろ項目があるので、まず最初の町長の答弁なんですけれども、すべてを民へと

は考えてないということですけども、そしたらその最低限の行政の責任で行う事業とか

分野をどのように考えているのかという点をひとつお聞きしたいですね。どれが本当に

行政がやるべきことなのかということを述べておられましたけども、私も当然、いろん

な形で住民の方が持っている力を発揮して、住民と行政とで一緒にまちをつくっていく

というのは、必要なことでもあるし、そのことで住民の自己実現につながったりもしま

すので、主体的にまちをつくっていくということにかかわるというのはいいと思うんで

すけども、そこは微妙なところで、住民参加という問題と民間開放というのはまたちょ

っと違いますよね。そのあたりで、行政がどこまでのラインを責任を持ってやるべきだ

と考えておられるのかというのをお聞きしたいと思います。 

 それから、公平に税をかけるという話で、税務課長の人物像については私もよく存じ

上げておりますので、そんな住民の皆さんに恐ろしげなことはしないと思いますけれど

も、実態をよく見ていただいて、徴収については平和的に、お話し合いを基準にしなが

らやっていただきたいと思いますね。 

 それから、福祉のことですけれども、ちょっと私も勉強不足だったのかなと思うんだ

けども、いろいろ国会の中でのやりとりで、先ほど芦田部長からは軽度な方が悪化する

率が一番高いということやったんかなあと思うんですけども、国会の中でそうではない

という結論が出てたように記憶してるんですけれども、もし芦田部長が言うていること

であれば、現在の中身ではだめやということで、果たして筋トレとかが普通の生活に戻

れる有効な手段なのかどうかというところはちょっと疑問がありまして、普通の生活を

送るために今のようなヘルパーのサービスを受けて、ちょっと買い物に行ってきてもら

ったりして、普通の生活を送るために家事援助を受けているんでないかなと思うので、

筋トレとかはどうかなあって。逆のあの筋トレとかそういうのよりも、何か社会参加的

なことで、楽しく体も心も鍛えていただきたいなあと思うんですけどもね。ちょっとそ

の方向性がどうなのかなという疑問があるんですけども、これはまた別の機会でも考え

ていきたいと思います。 

 それで、いろんな負担軽減のことについて研究とか検討を続けていきたいということ
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で、その方向で取り組んでいただければと思います。実際に４月１日から、介護保険に

ついても障害者自立支援についても４月１日からのことですので、そこから果たしてど

うなっていくのかなあという感じで非常に私は心配してますけども、ふたをあけてみ

て、またその後のことは実態に即して考えていっていただきたいと思います。 

 それから、障害程度認定区分のことなんですけれども、町の職員による訪問調査をさ

れるということで、なかなか専門性を持ったスタッフの配置なんかは今の状態では難し

いのかなと思うんですけれども、やっぱり実態に見合った認定調査とか、ニーズとか実

際の生活とかをしっかり見ていただきますように、それがないことには何も審査はでき

ないと思いますので、その点を肝に銘じていただきたいなと思います。 

 それから、教育に関して、学力等実態調査についてですけども、趣旨は美しい言葉

で、指導や授業に改善できる点があったら生かしていきたいということで、問題は旧同

和校のとか旧同和地域とそれ以外の地域との比較に使うということで、一番の問題は、

今さっき教育長は大阪府の保護審で許可されましたよって言われました。それで、岬で

はまだ結果が出てないのかなと思うんですけども、恐らく出ることでしょう。保護審と

いうのは、一番上に個人情報保護法という大きいものがあるわけでしょう。それを超え

る存在ではないわけですやんか。その保護法がそんなんしたらあきませんよと、本人に

知らせない、同意を取らないというのは問題外やと言うてるのに、その下の存在である

審査会がオーケーやからええよというのは、それはちょっとおかしいんと違うかなと思

いますし、住民の皆さんが自分のデータが知らんとこで、自分に確認もされることな

く、そんなふうに利用されるということを知ったらどんな思いをされるかなということ

で、非常に腹立たしく思いますが、この点については同じことの繰り返しになるんでし

ょうかね、ご答弁は。そんなことをしても時間のむだかなと思うので、ご答弁は結構で

す。残り時間、１０分です。 

 それから、遊具のことですけども、遊具が成長に役立つものやということで、よくご

理解いただいてて、本当に財源確保とかＰＴＡの協力とか、いろんなヒントが与えられ

ましたけれども、きちっと教育委員会の責任で行わなくてはならない課題やということ

はお忘れないようにお願いしておきたいと思います。 

 それから、少人数学級については大阪府へ要望していくということで、それも引き続

いてお願いしておきたいと思います。 

 集中改革プランについてですけれども、長々とパブリック・コメントの実施の経緯や
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とか、いろいろお話しいただきましたけれども、１１分野の意見がありましたとは聞き

ましたが、その内容についてはお示しいただけませんでしたが、またまとめて出される

ということもお聞きしてますので、それをよく見せていただこうかなと思います。それ

に正式にお答えいただきたいということを重ねてお伝えしておきます。 

 それから、住民説明会の話、少し出ましたけども、きょうの議会の中でも川端議員な

んかも住民説明会どうやねんという話をしておられましたし、やっぱり住民の方にまず

わかっていただくのがスタートでね。だから今ははっきり言ってスタートにも来てない

と私は思ってますので、そういう責任はきちっと果たしていただきたいなと思います。 

 それから、最後の芦田部長の答えはちょっとあれでお答えか、ちょっと済みません。

いなし的な感じでわからなかったんですけども、少し受益者負担となじまへんものとは

思えへんということを言ってましたけど、受益者という考え方についてね、何を益とす

るんか。子供というのは社会の宝でしょうと、それをみんなで支えて育てていきましょ

うって、お母さんは実際に子供を育てるのに苦労してはりますやん。ここにおられる

方々の若かりしころは、小さいお子さんの相手をして、ふへろ入れたりされたかどうか

知りませんけども、子育てをやった世代のときがあったと思うんですよ。その苦労して

はる親御さんらの支えをするというのが、それがその人らにとって益というふうに考え

るのかどうかというところが、ちょっと私の考え方とは異なりますけども、そんなん言

うたら子供がふえないようになっていきそうな感じがせんでもないんですけどもね。そ

の点でちょっと何か不十分な回答のようには感じるんですけども。 

 今お聞きした点で、私がお伝えしたいのは以上です。もう時間もなくなりつつあるの

で、とりあえず１点目の町長の最低限の行政の責任という部分をできるだけ具体的によ

ろしくお願いします。 

○和田博之議長 石田町長。 

○石田町長 残り６分ほどですので、中原議員の要望でございますので、芦田さんにそし 

たら３分残して答弁させていただきます。 

 まとめて答弁させていただきますが、まず何が行政がすべき点かというのは、これは

刻々変わってくると思います。具体的に言えば例えばインフラ整備等々、社会資本の整

備も本来はあるんでしょうけども、ただこれも時期によっては変わってくるというの

が、どんどん国の方も三位一体の改革の変わりといいますか、いろんな形で権限も移譲

してくると。その中で例えば教育も地域別に考えてみろという形になってくると、これ
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も町独自の教育を考える人が出てくるでしょうし、またインフラ整備等々、本来は行政

ですべきだと言いましたけれども、これも今いろんな形でＰＦＩ等々出てきてますの

で、民間でつくらせたものを我々が利用するという形も、これもまた可能になってくる

でしょうし、それは本当に社会情勢によっていろいろ変わってくると思います。 

 ただ、基本的には私、今回６０地区すべて回った中で、各住民さんとお話しした中で

非常に温度差があった。何でもかんでも「これは町にやってもらえよ」という区のとこ

ろもあれば、「これは我々、区で区費を集めて自分たちでするよ」という区もあるとい

う点の温度差が非常にあったのは今回の発見でございました。この辺はどんどん住民の

皆さんとお話をしながら、どれが本来我々に求められていることなのか、どれは本来こ

こで先進事例があるんだから、ほかの地区でもやっていただかねばいけないことなのか

というのをどんどん精査していきたいなと思っております。 

 ただ、議員のご指摘、いろいろ本当に我々も考えのあるところもございましたし、肝

に銘じろというところがございました。私も若干、肝脂肪で肝も大きくなっております

ので、十三分に肝に銘じさせていただきながら、指摘の数々、研究していきたいと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○和田博之議長 芦田部長。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 残り２分もないと思いますけれども。 

○中原議員 １分でお願いします。 

○芦田住民福祉部長兼保険年金課長 子育て家庭への支援について、福祉として当然やる 

べき仕事でありまして、そのことについては僕は今後進めていくということで、中原議

員もそのことはご承知だと思います。それで、僕が言いたいのはそのことが、例えば受

益者負担金をアップすることが子育て家庭への支援につながるのかというふうな問いを

されたので、受益者負担金のアップということと子育て家庭への支援というのは直接は

つながりませんよというふうにお答えをしただけであります。 

 以上であります。 

○和田博之議長 中原議員。あと３分ですので、よろしくお願いします。 

○中原議員 あと３分もありますか。ないと思います。わかりました。芦田部長とはまた 

今後お話し合いを重ねたいと思います。 

 石田町長の方からも最後に、実際に声を聞く中でいろいろと精査もして考えていきた
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いということだと受け取ったんですけども、その姿勢は非常に住民にとってプラスです

よね。ですので、引き続いてそういう姿勢でやっていただきたいと思います。 

 ただ１点、最後に確認しておきたいのは、本当に「官から民へ」というか、民間に開

放するということの恐ろしさも同時に、ちょっとそこは研究の１つとして考えていただ

きたいというのを最後に申し上げておきたいと思います。 

 もう随分前ですけども、無認可保育園のちびっこ園で、もうけを最優先にするがばか

りに、１つのベッドで子供を２人寝かしてて窒息死したと。あれが実態ですやんか、民

間のね。ですので、そういう対象に、子供たちや住民の皆さんをそんなもとに置くよう

なことのないように、金もうけの恐ろしさという点でもよく研究をしていただきたいな

と思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

○和田博之議長 中原 晶議員の質問が終わりました。 

 次に、和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 議長の許可を得ましたので、一般質問させていただきます。 

 皆さんご存じのように、流域幹線は昭和６２年２月に大阪府において番川にかかる祇

園橋、そのそばの淡輪中継ポンプ場までが大阪府施工として計画されました。当時、

我々議員としては末端の町ということで、公共下水道を整備するに当たり多奈川地区ま

で流域幹線を大阪府に施工してもらうよう働きかけをしてきました。といいますのは、

隣の阪南市においては、市を南北に１本、流域幹線が計画されているわけです。末端の

我が岬町は祇園橋までしか幹線が来ないという不公平があったわけです。そのため、町

と議会が一丸となって、末端町村の不公平感をなくすために要望することで、役場まで

流域幹線が延伸されたわけです。そのため、町と議会が一丸となってなされたわけで

す。この件については全国的な要望があり、ルール改正があったとは聞いています。 

 その後、多奈川の土砂採取地の跡地を多目的公園として整備するに当たり、ここに将

来的に下水道を整備するということで、谷川新橋まで流域幹線が延伸されたわけです。

私としてはまだ不公平感があるわけなんです。それは楠木までの流域幹線の早期延伸で

す。要望はしていてくれるとは思いますが、最近の要望内容と見込みを教えてくださ

い。 

 １回目の質問を終わります。再質問については自席にて行います。 

○和田博之議長 ただいまの質問に対し、理事者の答弁を求めます。末原上下水道部長。 
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○末原上下水道部長兼水道課長 和田勝弘議員の質問にお答えいたします。 

 まず、流域下水道幹線の採択基準の拡大に係る最近の要望活動についてですが、大阪

府並びに国に対して、自民党大阪府議団を通じまして行っております。また、府知事に

対して、府会の土木建築常任委員である地元議員を通じまして要望を行っております。

大阪府下水道課に対しても、補助申請の機会をとらえては下水道課の職員より要望を行

っております。 

 流域幹線延伸の見込みでございますが、大変難しい状況でございます。今後につきま

しては、流域幹線の採択基準が全国統一のものであること、同じ南部流域のほか３市の

負担増につながること等多くの問題があります。しかし、本町といたしましては、末端

都市の不公平さを払拭するためにも市街化区域の端である楠木地区までの流域延伸を

国・府に対して重ねて要望していきたいと考えております。また、議員ご指摘のとお

り、幹線の延伸が実現することによって町の財政負担が軽減され、面整備が促進される

と考えております。なお、本町では、流域幹線に沿った範囲の面整備を促進したいと考

えており、それによって下水道普及率を効果的に向上させ、その収入を早期に増大させ

たいと考えております。 

 以上です。 

○和田博之議長 和田議員、よろしいですか。和田勝弘議員。 

○和田勝弘議員 部長の回答でいいのですが、町の整備を早くするためにもやはり楠木ま 

での流域幹線の早期延伸をやってもらいたいのです。石田町長はよう動いてくれると思

うんやけど、町長の考えを聞かせてもらいたいということなので、町長、よろしく頼み

ます。 

○和田博之議長 石田町長。 

○石田町長 和田勝弘議員のご質問にお答えいたします。 

 下水道整備を完成させるためには、流域幹線だけでなく町が施工する公共下水道も促

進する必要がございます。そのためにも流域下水道幹線の補助採択基準の拡大、また公

共下水道の国庫補助率の増もあわせ、積極的に要望してまいりたいと考えているところ

でございます。 

○和田博之議長 和田勝弘議員、よろしいですか。 

○和田勝弘議員 はい、結構です。 

○和田博之議長 和田勝弘議員の質問が終わりました。 
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 これをもって一般質問を終わります。 

 以上をもって今期定例会の会議に付された事件はすべて議了いたしました。 

 以上で本日の会議を閉じます。 

 これをもって平成１８年第１回岬町議会定例会を閉会いたします。慎重審議ありがと

うございました。 

 

○和田博之議長 最後に、本年３月３１日をもって退職を予定されております後藤保雄理 

事、児玉裕治理事より、あいさつの申し出がありますので、許可いたします。 

 まず、総務部理事、後藤保雄君。 

○後藤総務部理事 議長のお許しを得まして、また皆様の貴重なお時間を拝借いたしまし 

て、退任のあいさつをさせていただきますことに、まずもって御礼申し上げます。 

 私が理事に就任させていただきましてから約２年間ございます。この間何らなすとこ

ろなくこのたび退任させていただくということにつきましては、大変心苦しく、また申

しわけない気持ちでいっぱいでございます。 

 理事に就任当時は３市２町の合併問題、合併が成立するか否かという問題で町全体が

大きく揺れ動いておりました。残念ながら合併は成りませんでしたが、その後町単独で

のまちづくりについていろいろと参画をさせていただきました。 

 この間、大過なく過ごさせていただきましたのも、議員皆様、町長並びに職員の皆様

の温かいご指導のたまものと深く感謝いたしておりますとともに、この２年間は私にと

りまして終生忘れ得ぬよき思い出となっております。 

 この４月からは府の方に戻りますが、岬町の職員であったというこの誇り、この誇り

をもって今後も府庁で頑張ってまいりますので、今後とも変わらぬご厚誼のほどよろし

くお願いいたします。 

 最後になりましたが、岬町の今後ますますのご発展並びに皆様方のご健勝、ご多幸を

祈念いたしましてごあいさつとさせていただきます。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

○和田博之議長 次に、事業部理事、児玉裕治君。 

○児玉事業部理事 今、後藤理事がほとんど私の気持ちをしゃべっていただきました。私 

もここ２年、あっという間でした。就任して、先ほど後藤さんも言いましたけども、何

をしてきたかなと。これから私の席、今抱えているプロジェクトが山場に差しかかった
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状態で、まだ辞令はいただいておりませんが、多分府に帰ることになりますが、やはり

心残りでございます。それは今後また来るであろう後任へ確実に引き継いでいきたいと

思います。 

 この２年間、議会の皆様や町長を初めとする職員の皆様に温かく接していただきまし

た。府に帰ってもまた今後岬町との何がしかの力になりたいと思っております。 

 済みません。短い間でございましたが、いろいろありがとうございました。（拍手） 

○和田博之議長 両理事におかれましては、２年間大変ご苦労さまでございました。心か 

ら感謝を申し上げます。今後府に帰られましても、先ほどごあいさつでございましたよ

うに、岬町をお忘れなく、そして岬町へのご助言をよろしくお願い申し上げます。お２

人の今後のご活躍、ご多幸、ご健勝を心からご祈念いたしまして、議会からのお礼とい

たします。どうもありがとうございました。（拍手） 

             （午後５時４０分  閉会）
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